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平成３０年第１回砂川市議会定例会

平成３０年３月８日（木曜日）第４号

〇議事日程

開議宣告

日程第 １ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制定につい

て

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定につい

て
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議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

散会宣告

〇本日の会議に付した事件

日程第 １ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制定につい
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て

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例の制

定について
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議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定につ

いて

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算

議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

〇出席議員（１２名）

議 長 飯 澤 明 彦 君 副議長 水 島 美喜子 君

議 員 増 井 浩 一 君 議 員 多比良 和 伸 君

中 道 博 武 君 佐々木 政 幸 君

武 田 真 君 武 田 圭 介 君

辻 勲 君 北 谷 文 夫 君

沢 田 広 志 君 小 黒 弘 君

〇欠席議員（１名）

増 山 裕 司 君

〇 議 会 出 席 者 報 告 〇

１．本議会に説明のため出席を求めた者は次のとおりである。

砂 川 市 長 善 岡 雅 文

砂川市教育委員会教育長 髙 橋 豊
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砂 川 市 監 査 委 員 栗 井 久 司

砂川市選挙管理委員会委員長 其 田 晶 子

砂 川 市 農 業 委 員 会 会 長 関 尾 一 史

２．砂川市長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

副 市 長 角 丸 誠 一

病 院 事 業 管 理 者 小 熊 豊

総 務 部 長
熊 崎 一 弘

兼 会 計 管 理 者

総 務 部 審 議 監 近 藤 恭 史

市 民 部 長 中 村 一 久

経 済 部 長 福 士 勇 治

建 設 部 長 湯 浅 克 己

建 設 部 技 監 荒 木 政 宏

病 院 事 務 局 長 氏 家 実

病 院 事 務 局 審 議 監 朝 日 紀 博

病 院 事 務 局 審 議 監 山 田 基

総 務 課 長 東 正 人

政 策 調 整 課 長 井 上 守

３．砂川市教育委員会教育長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

教 育 次 長 河 原 希 之

４．砂川市監査委員の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

監 査 事 務 局 長 堀 田 一 茂

５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

選挙管理委員会事務局長 熊 崎 一 弘

６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

農 業 委 員 会 事 務 局 長 福 士 勇 治

７．本議会の事務に従事する者は次のとおりである。

事 務 局 次 長 川 端 幸 人

事 務 局 主 幹 山 崎 敏 彦

事 務 局 係 長 渡 部 秀 樹
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開議 午前 ９時５９分

◎開議宣告

〇議長 飯澤明彦君 おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。

本日の会議に欠席、遅参等の届け出のあった方を事務局次長に報告させます。

〇議会事務局次長 川端幸人君 本日の会議に欠席及び遅参と届け出のありました議員は、

欠席は増山裕司議員であります。遅参は沢田広志議員であります。

〇議長 飯澤明彦君 議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定について

議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準等を定める条例の制定について

議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制

定について

議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定

について

議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形

成及び活性化に関する法律の適用に伴う固定資産税

の課税免除に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について
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議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正する

条例の制定について

議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の

制定について

議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定

について

議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する

条例の制定について

議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定に

ついて

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について

議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の

指定について

議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更について

議案第４２号 市道路線の認定について

議案第 ７号 平成３０年度砂川市一般会計予算
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議案第 ８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算

議案第 ９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算

議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算

議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算

〇議長 飯澤明彦君 日程第１、議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制

定について、議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例の制定について、議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止

する条例の制定について、議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の

制定について、議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する

条例の制定について、議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改

正する条例の制定について、議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条

例の制定について、議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２２

号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の適用

に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第

２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の

一部を改正する条例の制定について、議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正す

る条例の制定について、議案第２７号 砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正する条例の制定について、議案第２８号

砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定について、議案第２９号 砂川市

中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３０号 砂川市北吉野

コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３１号 砂川市

火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３２号 砂川市営住宅

管理条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅

管理条例の一部を改正する条例の制定について、議案第３４号 砂川市都市公園条例の一

部を改正する条例の制定について、議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの

指定管理者の指定について、議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管

理者の指定について、議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の

指定について、議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について、

議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定について、議案第４０号 砂川市北

吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定について、議案第４１号 砂川市過疎地域

自立促進市町村計画の変更について、議案第４２号 市道路線の認定について、議案第７
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号 平成３０年度砂川市一般会計予算、議案第８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特

別会計予算、議案第９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会計予算、議案第１０号

平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算、議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢

者医療特別会計予算、議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会計予算の３６件を一

括議題とします。

各議案に対する提案者の説明を求めます。

総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 （登壇） 私からは、総務部で所管いたします８議案について

順次説明を申し上げます。

初めに、議案第１３号 砂川市指導主事の給与に関する条例の制定についてご説明申し

上げます。

制定の理由は、教育委員会事務局に配置している指導主事の給与について、北海道学校

職員の給与に関する条例または市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に

関する条例を適用させるため、本条例を制定しようとするものであります。

初めに、本条例を制定する経過についてでありますが、これまで指導主事につきまして

は、砂川市職員諸給与条例の規定に基づき給与を支給してきましたが、今後管理職経験の

ある教職員を継続して任用するに当たり、現行の給料表での対応が困難となることから、

本条例を制定するに至ったものであります。

次のページをお開きいただきたいと存じます。砂川市指導主事の給与に関する条例であ

りますが、第１条は制定の趣旨についての定めであり、この条例は、砂川市教育委員会事

務局の指導主事の給与に関し必要な事項を定めるものであります。

次に、第２条は、この条例の適用を受ける職員についての定めであり、この条例の適用

を受ける指導主事は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１８条第２項に規定す

る指導主事のうち、北海道教育庁の職員、北海道立学校の教育職員または北海道市町村立

学校の教育職員から引き続き市の職員として任用された者とすることを定めたものであり

ます。

次に、第３条は、給与の支給についての定めであり、第１項は、指導主事の給料表は、

北海道学校職員の給与に関する条例または市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職

員の給与に関する条例に規定する給料表を準用することを定めたものであります。第２項

は、前項に規定するもののほか、指導主事に支給する給与及びその額の算出については、

学校職員給与条例の例によることを定めたものであります。

次に、第４条は、職務についての定めであり、指導主事の職務は、砂川市職員諸給与条

例別表第６に定めるア、行政職給料表等級別基準職務表の職務の級５級または６級に相当

するものとすることを定めたものであります。

次に、第５条は、初任給、昇格、昇給等の基準についての定めであり、指導主事の初任
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給、昇格、昇給等の基準は、学校職員給与条例の例によることを定めたものであります。

次に、第６条は、委任についての定めであり、この条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定めるものであります。

附則として、第１項は、この条例の施行期日についての定めであり、この条例は、平成

３０年４月１日から施行するものであります。

第２項は、砂川市職員諸給与条例の一部改正についての定めであり、別表第６（第３条

の２関係）ア、行政職給料表等級別基準職務表４級の項中「、指導主事」を削り、同表５

級の項中「、困難な業務を行う指導主事又は」を「又は困難な業務を行う」に改めるもの

であります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第１５号 砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する条例の制定についてご

説明を申し上げます。

廃止の理由でありますが、砂川市庁舎建設検討審議会を廃止するため、本条例を廃止す

るものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市庁舎建設検討審議会条例を廃止する

条例であります。

砂川市庁舎建設検討審議会条例は、廃止するものであります。

附則として、第１項は、施行期日であり、この条例は、公布の日から施行するものであ

ります。

第２項は、砂川市特別職の職員で非常勤のものの給与及び費用弁償に関する条例の一部

を次のように改正する。別表（第２条関係）中、庁舎建設検討審議会委員の項を削るもの

であります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第１６号 砂川市事務分掌条例等の一部を改正する条例の制定についてご説

明申し上げます。

改正の理由は、本市組織機構を見直し、行政事務の効率化を図るとともに、条文の適正

化を図るため、砂川市事務分掌条例及び関係する砂川市福祉施設整備審議会条例の一部を

改正しようとするものであります。

初めに、本条例を制定する経過についてでありますが、本市においては、平成１６年度

に企業立地推進室を経済部に統合して以降、部の名称を改めたことはございましたが、部

の再編等の見直しは行っていないのが現状でございます。しかし、この間、少子高齢化の

進行など社会情勢の変化、新たな行政課題及び多様化する市民ニーズへの対応を図るため、

特に市民部においては高齢者いきいき支え合い事業、病児・病後児保育事業、子ども・子

育て支援法の施行に伴う対応、国保の特定健診受診率の向上に向けた取り組みなど、高齢

者及び子育て支援対策の拡充、健康づくり及び栄養、食生活改善に関する取り組みの強化
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を図ってきているところであり、市民部内の業務がより広範囲で過大となってきておりま

す。この傾向は総務部においても同様であり、結果として両部においては事務事業量の増

加に伴い職員数も増加傾向にあることから、各部の組織バランスについて平準化を図るこ

とが課題となっていたところであります。これらの状況を踏まえながら、今後においても

限られた職員数で多様化する行政課題及び市民ニーズに対してより一層迅速、柔軟な対応

を図るとともに、将来を見据えた、より効率的な組織機構を構築するため、本条例を制定

するに至ったものであります。

次のページをお開きいただきたいと存じます。砂川市事務分掌条例等の一部を改正する

条例でありますが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第１６号附属説明資料の

新旧対照表によりご説明申し上げます。向かいまして左側が現行、右が改正後となってお

り、改正部分につきましてはアンダーラインを表示しております。なお、今議会において

提案いたします条例改正の附属説明資料については全て同様でありますので、ご承知お願

いいたします。

第１条は、砂川市事務分掌条例の一部改正であり、第１条は、部の設置についての定め

であり、新たに保健福祉部を設置することに伴い、第１条中、市民部の次に保健福祉部を

加えるものであります。

次に、第２条は、事務分掌についての定めであり、新たに保健福祉部を設置すること及

び税務課の事務分掌を総務部から市民部に移行することに伴い、総務部の項中「第６号

市税に関する事項」を削り、第７号を第６号とし、第８号から第１３号までを１号ずつ繰

り上げ、同条、市民部の項第２号中「国民健康保険」の次に「及び後期高齢者医療」を加

え、同項中第９号を市税に関する事項に改めるものであります。また、市民部から保健福

祉部に事務分掌を移行することに伴い、市民部の項中第１０号から第１２号までを削り、

市民部の項の次に保健福祉部の項として第１号から第４号までを加えるものであります。

次に、第３条は、委任についての定めであり、条文の適正化を図るため、「市長が別に

定める」を「規則で定める」に改めるものであります。

第２条は、砂川市福祉施設整備審議会条例の一部改正であり、第６条は庶務についての

定めであり、新たに保健福祉部を設置することに伴い、「市民部」を「保健福祉部」に改

めるものであります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第２０号 砂川市職員定数条例の一部を改正する条例の制定についてご説明

申し上げます。

改正の理由は、事務事業量に見合った人員配置に伴う市長の事務部局の職員及び診療体

制の充実・強化に伴う市立病院の職員の増員による職員定数の見直しを図るため、本条例

の一部を改正しようとするものであります。
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次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市職員定数条例の一部を改正する条例

でありますが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第２０号附属説明資料の新旧

対照表によりご説明申し上げます。

第３条は、職員の定数についての定めであり、第１号の市長の事務部局の職員定数につ

いて１６０人を５人増員し、１６５人に改めるものであります。その内訳でありますが、

アの一般会計に属する職員定数について１５０人を５人増員し、１５５人に改めるもので

あります。次に、第７号の市立病院の職員定数について７５０人を４０人増員し、７９０

人に改めるものであります。市長の事務部局については、事務事業量に見合った職員の配

置や新たな行政課題に対応するための職員の配置等を予定していることから、職員定数を

５人増員するものであります。また、市立病院については、地域完結型医療の中心的役割

を果たすため、高度急性期から回復期、在宅医療まで広い範囲をカバーする体制を、多様

な働き方をする職員が疲弊することなく働き続けることができる職場環境をつくることを

目的に、医師５人、看護師２５人、薬剤師２人、理学療法士２人、医療ソーシャルワーカ

ー２人、臨床心理士１人、介護福祉士３人の医療従事者を確保する必要があることから、

市立病院の職員定数を４０人増員するものであります。

附則として、この条例は、３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第２１号 砂川市基金条例の一部を改正する条例の制定についてご説明を申

し上げます。

改正の理由でありますが、国民健康保険法の一部が改正され、北海道が国民健康保険の

財政運営の責任主体となるため、市町村保険給付費の増加に備えた準備金の積み立てが不

要になることから、砂川市国民健康保険基金に積み立てる収入または基金の額の規定を改

めるため、本条例の一部を改正するものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市基金条例の一部を改正する条例であ

りますが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第２１号附属説明資料の新旧対照

表によりご説明申し上げます。

別表、砂川市国民健康保険基金の項中、積み立てる収入又は基金の額欄を「砂川市国民

健康保険特別会計予算に定める額、毎年度の決算剰余金の範囲内の額及び基金の運用から

生ずる収益」に改めるものであります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２２号 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び

活性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条

例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由は、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す
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る法律の一部が改正されたことに伴い、題名等を改めるとともに、条文の適正化を図るた

め、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の適用

に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開きいただきたいと存じます。企業立地の促進等による地域における産

業集積の形成及び活性化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の

一部を改正する条例でありますが、改正の内容につきましては、次ページ、議案第２２号

附属説明資料の新旧対照表によりご説明申し上げます。

題名を「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律の適用

に伴う固定資産税の課税免除に関する条例」に改めるものであります。

第１条は、趣旨の定めであり、「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成

及び活性化に関する法律」を「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

に関する法律」に、「第２０条」を「第２５条」に、「第５条第５項」を「第４条第６

項」に、「同法第５条第２項第２号の集積区域」を「同条第２項第１号の基本計画の対象

となる区域」に、「同意集積区域」を「促進区域」に改めるものであります。

第２条は、課税免除の定めであり、第１項中「同意集積区域」を「促進区域」に改め、

「（以下「同意日」という。）」を削り、「第５条第２項第５号の規定に基づき指定集積

業種として定められた事業（企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律第２０条の地方公共団体等を定める省令第４条に規定する業種に限る。

以下「特定事業」という。）のための施設のうち省令第３条に規定する対象施設（以下

「対象施設」という。）を取得した者」を「第１３条第４項又は第７項の承認を受けた者

のうち、地域経済牽引事業のための施設（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律第２５条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令第

９４号）第２条及び第３条第２項に規定する対象施設（以下「対象施設」という。）を取

得したもの」に、「課する」を「係る」に改め、同条第２項中「当該対象施設」の次に

「を取得した者」を加え、「課税する」を「固定資産税を課する」に、「３年度」を「３

年度分」に改めるものであります。

第５条は、課税免除の承継の定めであり、第１項中「現に課税免除を受けている」を

「現に課税免除の適用を受けている」に、「特定事業」を「地域経済牽引事業」に改め、

第２項中「規則の定める」を「規則で定める」に改めるものであります。

第６条は、課税免除の取り消しの定めであり、第１号中「に適合しなくなったと認める

とき」を「の規定による課税免除の要件を欠くことが明らかになったとき」に改めるもの

であります。

第７条は、委任の定めであり、「市長が別に定める」を「規則で定める」に改めるもの

であります。

附則第２項のこの条例の失効の定め及び第３項の経過措置の定めを削り、附則第１項の
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施行期日の定めの見出し及び項番号を削るものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行し、改正後の地域経済牽引事業の促進によ

る地域の成長発展の基盤強化に関する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条

例の規定は、平成２９年１２月２２日以降に取得した対象施設について適用するものであ

ります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

次に、議案第２４号 砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定

についてご説明申し上げます。

改正の理由は、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改

正する法律により、高齢者の医療の確保に関する法律の一部が改正されたことに伴い、保

険料を徴収すべき被保険者の規定を改めるとともに、条文の適正化を図るため、砂川市後

期高齢者医療に関する条例の一部を改正するものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市後期高齢者医療に関する条例の一部

を改正する条例でありますが、改正の内容については、次ページ、議案第２４号附属説明

資料の新旧対照表によりご説明申し上げます。

第２条は、本市において行う事務の定めであり、「の各号」を削るものであります。

第３条は、保険料を徴収すべき被保険者の定めであり、「次の各号に掲げる者」を「次

に掲げる被保険者」に改め、第２号を「高齢者の医療の確保に関する法律第５５条第１項

の規定の適用を受ける被保険者であって、病院等に入院等をした際市内に住所を有してい

た被保険者」に改めるものであります。また、同条に第３号として「法第５５条第２項第

１号（法第５５条の２第２項において準用する場合を含む。）の規定の適用を受ける被保

険者であって、継続して入院等をしている２以上の病院等のうち最初の病院等に入院等を

した際市内に住所を有していた被保険者」を、第４号として「法第５５条第２項第２号

（法第５５条の２第２項において準用する場合を含む。）の規定の適用を受ける被保険者

であって、最後に行った法第５５条第２項第２号に規定する特定住所変更に係る同号に規

定する継続入院等の際市内に住所を有していた被保険者」を、第５号として「法第５５条

の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民健康保険法第１１６条の２第１

項及び第２項の規定の適用を受け、これらの規定により市内に住所を有するものとみなさ

れた国民健康保険の被保険者であった被保険者」の３号を加えるものであります。

第６条は、委任の定めであり、「市長が」を削るものであります。

第９条は、過料の定めであり、第２項中「発布」を、記載のとおり、「発付」に改める

ものであります。

附則の第２条を削り、第３条を第２条に改めるものであります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。
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続きまして、議案第４１号 砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更についてご説明

申し上げます。

過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項の規定に基づき、砂川市過疎地域自立促進市

町村計画を変更することについて議会の議決を求めるものであります。

計画の変更につきましては、過疎対策事業債が過疎地域自立促進市町村計画に基づいて

実施する事業を対象とするとされており、計画に登載されていない新たな事業を追加する

ため、変更を行うものであります。過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項の規定によ

り、事前に北海道と協議を行った後に議会の議決が必要とされており、このたび北海道と

の協議が整いましたので、計画の変更について議会の議決を求めるものであります。

それでは、次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市過疎地域自立促進市町村

計画案でありますが、４、生活環境の整備の（３）計画の表中、自立促進施策区分の３、

生活環境の整備の事業名（３）廃棄物処理施設にごみ処理施設、事業内容にクリーンプラ

ザくるくる長寿命化事業、事業主体に組合を追加するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは、私から市民部の所管の各議案につきまし

て順次ご説明申し上げます。

初めに、議案第１４号 砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由でありますが、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律により介護保険法の一部が改正されたことに伴い、指定居

宅介護支援に関する基準等について市の条例で定めるため、本条例を制定しようとするも

のであります。

このことについて若干説明を加えさせていただきます。居宅介護支援とは、居宅介護支

援事業者により行われるもので、要介護１以上の認定を受けた方が居宅介護サービスを適

切に利用できるよう、居宅サービス計画の作成、居宅サービス事業所との連絡調整等、可

能な限り自立した日常生活を送ることができるよう支援するものであります。これまで居

宅介護支援事業者の指定は都道府県が行っておりましたが、平成３０年度より指定権限が

市町村に移行されることから本条例を制定しようとするものでありますが、居宅介護支援

事業者が行うサービスの内容に変更はないことから、サービス利用者への影響はございま

せん。また、本条例は介護保険法の規定による基準をもとに制定するものであります。な

お、砂川市独自の規定として、砂川市暴力団排除条例の基本理念に基づき、第３条に暴力

団排除に係る規定を加えるとともに、第３２条第２項に記録の保存期間を５年間と定める

ものであります。

次のページをお開き願います。砂川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す
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る基準等を定める条例についてご説明申し上げます。

第１章は、総則であります。第１条は、趣旨の定めであり、この条例は、介護保険法の

規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定に係る要件並びに指定居宅介護支援等の事

業の人員及び運営に関する基準を定めるものであります。

第２条は、定義の定めであり、この条例において使用する用語は、法及び指定居宅介護

支援等の事業の人員及び運営に関する基準において使用する用語の例によるものでありま

す。

第２章は、指定居宅介護支援事業者の指定に係る申請者の要件であり、第３条は、本条

例で定める者は法人とするもので、本市の独自の規定として砂川市暴力団排除条例第２条

第４号に掲げる者を除くとするものであります。

第３章は、基本方針であり、第４条第１項は、指定居宅介護支援の事業は、要介護状態

となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならな

いとするものであります。

３ページをごらん願います。第２項は、指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状

況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス

及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行

われるものでなければならないとするものであります。

第３項は、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者

の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サー

ビス等が特定の種類または特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよ

う、公正中立に行わなければならないとするものであります。

第４項は、指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援セ

ンター、老人福祉法第２０条の７の２に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介

護支援事業者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援

事業者等との連携に努めなければならないとするものであります。

第４章は、人員に関する基準であり、第５条は、従業者の員数の定めであり、指定居宅

介護支援事業者は、事業所ごとに１人以上の介護支援専門員であって常勤であるものを置

かなければならないとするものであります。

第６条は、管理者の定めであり、常勤の管理者を置かなければならないとするものであ

ります。

第２項は、管理者は、介護保険法施行規則に規定する主任介護支援専門員でなければな

らないとするものであります。

４ページをごらん願います。第５章第７条から第３２条は、運営に関する基準の定めで
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あります。

６ページをごらん願います。第１５条は、指定居宅介護支援の基本取扱方針の定めであ

ります。

第１６条は、指定居宅介護支援の具体的取扱方針の定めであります。

１２ページをごらん願います。第３０条は、事故発生時の対応の定めであり、指定居宅

介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合に

は、速やかに市、当該利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければ

ならないとするものであります。

１３ページをごらん願います。第３２条は、記録の整備の定めであり、第２項は、指定

居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録を整備し、当該提供の完結

の日から５年間保存しなければならないとするものであります。

第６章は、基準該当居宅介護支援に関する基準であり、第３３条は、準用の定めであり

ます。

第７章は、雑則であり、第３４条は、委任の定めであり、この条例の施行に関し必要な

事項は、市長が別に定めるとするものであります。

１４ページをごらん願います。附則第１項は、施行期日の定めであり、この条例は、平

成３０年４月１日から施行するものであります。ただし、第１６条第２０号の規定は、平

成３０年１０月１日から施行するものであります。

第２項及び第３項は、経過措置の定めであり、第２項は、平成３３年３月３１日までの

間は、第６条第２項の規定にかかわらず、介護支援専門員を第６条第１項に規定する管理

者とすることができるとするものであります。

第３項は、第３２条第２項の規定は、平成３０年４月１日以降に完結する記録について

適用し、同日前に完結した記録については、なお従前の例によるとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１７号 砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正する

条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、砂川市北地区コミュニティセンターの休館日を改めるととも

に、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市北地区コミュニティセンター条例の一部を改正す

る条例でありますが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第１７号附属説明資料、

新旧対照表によりご説明申し上げます。

第８条は、開館時間及び休館日の定めであり、「の各号」を削り、第２号中「１２月３

０日から翌年の１月５日まで」を「１２月２９日から翌年の１月４日までの日」に改める

ものであります。

第１９条は、委任の定めであり、「市長が別に定める」を「規則で定める」に改めるも
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のであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１８号 砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正する

条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、砂川市南地区コミュニティセンターの休館日を改めるととも

に、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市南地区コミュニティセンター条例の一部を改正す

る条例でありますが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第１８号附属説明資料、

新旧対照表によりご説明申し上げます。

第８条は、開館時間及び休館日の定めであり、「の各号」を削り、第２号中「１２月３

０日から翌年の１月５日まで」を「１２月２９日から翌年の１月４日までの日」に改める

ものであります。

第１９条は、委任の定めであり、「市長が別に定める」を「規則で定める」に改めるも

のであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１９号 砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例の制定につ

いてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、安全管理及び違反者に対する措置の規定を改めるとともに、

条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市場外離着陸場条例の一部を改正する条例でありま

すが、改正の内容につきましては、３ページ、議案第１９号附属説明資料、新旧対照表に

よりご説明申し上げます。

第１条は、設置の定めであり、「得て」を「受けて」に改めるものであります。

第４条は、使用の許可等の定めであり、第１項中「得なければ」を「受けなければ」に

改めるものであります。

第５条は、重量の制限の定めであり、第１項ただし書き中「得た」を「受けた」に改め

るものであります。

第８条は、安全管理の定めであり、「においては、」の次に「航空法施行規則（昭和２

７年運輸省令第５６号）第１７２条の２に規定する申請書に記載した事項を遵守し、その

他」を加えるものであります。

第１２条は、禁止行為の定めであり、第２号及び第３号中「得ない」を「受けない」に

改めるものであります。

第１３条は、違反者に対する措置の定めであり、第２号を削り、第３号を第２号とし、
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第４号から第６号までを１号ずつ繰り上げるものであります。

第１４条は、工作物の設置等の定めであり、第１項中「得なければ」を「受けなけれ

ば」に改めるものであります。

第１５条は、立入検査の定めであり、「得た」を「受けた」に改めるものであります。

第２２条は、損害の賠償の定めであり、「使用者は、」の次に「その責めに帰すべき事

由により」を加えるものであります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２３号 砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律により、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律の一部が改正されたこと、子ども・子育て支援法施行規則の一

部が改正されたこと等に伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例でありますが、改正の内容につきまし

ては、３ページ、議案第２３号附属説明資料、新旧対照表によりご説明申し上げます。

目次中「第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条）」を「第

３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条）第４章 補則（第５３

条）」に改めるものであります。

第８条は、受給資格等の確認の定めであり、「場合は」の次に「、必要に応じて」を、

「支給認定証」の次に「（支給認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっ

ては、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項に規

定する通知）」を加えるものであります。

第１３条は、利用者負担額等の受領の定めであり、第４項中「の各号」を削り、４ペー

ジをごらん願います。第６項ただし書き中「同項」を「第４項」に改めるものであります。

第１５条は、特定教育・保育の取り扱い方針の定めであり、第１項第２号中「第９項」

を「第１１項」に改めるものであります。

第２０条は、運営規程の定めであり、「の各号」を削るものであります。

第３２条は、事故発生の防止及び発生時の対応の定めであり、第１項中「の各号」を削

るものであります。

第３４条は、記録の整備の定めであり、第２項中「の各号」を削るものであります。

５ページをごらん願います。第４２条は、特定教育・保育施設等との連携の定めであり、

第１項ただし書き中「、離島その他の地域であって」を削り、第２項本文中「障害児入所

支援施設」を「障害児入所施設」に改め、ただし書き中「、離島その他の地域であって」
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を削るものであります。

第４３条は、利用者負担額等の受領の定めであり、第４項中「の各号」を削り、６ペー

ジをごらん願います。第６項ただし書き中「同項」を「第４項」に改めるものであります。

第４６条は、運営規程の定めであり、「の各号」を削るものであります。

第４９条は、記録の整備の定めであり、第２項中「の各号」を削るものであります。

第３章の次に「第４章 補則（委任）第５３条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。」を加えるものであります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２５号 砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等

の一部を改正する法律により国民健康保険法の一部が改正されたことに伴い、国民健康保

険運営協議会の規定及び葬祭費の支給額を改めるとともに、条文の適正化を図るため、本

条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例でありま

すが、改正の内容につきましては、５ページ、議案第２５号附属説明資料、新旧対照表に

よりご説明申し上げます。

第１章は、市が行う国民健康保険の定めであり、章の名称及び第１条中「国民健康保

険」を「国民健康保険の事務」に改めるものであります。

第２章は、国民健康保険運営協議会の定めであり、「国民健康保険運営協議会」を「砂

川市国民健康保険運営協議会」に改め、第２条の前に次の１条を加えるものであり、第１

条の２は、名称の定めであり、「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下

「法」という。）第１１条第２項の規定により市に設置された国民健康保険事業の運営に

関する協議会（以下この章において「協議会」という。）の名称は、砂川市国民健康保険

運営協議会とする。」を加えるものであります。

第２条は、国民健康保険運営協議会の委員の定数の定めであり、「国民健康保険運営協

議会」を「協議会」に改め、第２号中「国民健康保険医又は国民健康保険薬剤師」を「保

険医又は保険薬剤師」に改めるものであります。

第３条は、委任の定めであり、見出しとして「（委任）」を追加し、「前条」を「前２

条」に改め、「市長が別にこれを定める」を「、規則で定める」に改めるものであります。

６ページをごらん願います。第７条は、一部負担金の定めであり、第１項第４号中「国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）」を「法」に改め、第

２項中「往診の給付」を「往診又は歯科訪問診療の給付」に、「当該往診が健康保険法の

規定による療養に要する費用の額の算定方法（平成６年厚生省告示第５４号）」を「当該
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往診又は歯科訪問診療が「診療報酬の算定方法」（平成２０年厚生労働省告示第５９

号）」に、「往診料の項注３」を「歯科訪問診療料の項注８」に、「当該往診の給付に要

する費用のうち当該往診」を「当該往診又は歯科訪問診療の給付に要する費用のうち当該

往診又は歯科訪問診療」に改めるものであります。

第９条は、葬祭費の定めであり、第１項中「１５，０００円」を「３万円」に改めるも

のであります。

第１８条は、罰則の定めであり、「、その他不正行為」を「その他不正の行為」に、

「に対しその徴収」を「は、その徴収」に、「過料を科する」を「過料に処する」に改め

るものであります。

７ページをごらん願います。附則として、第１項は、施行期日であり、この条例は、平

成３０年４月１日から施行するものであります。

第２項は、経過措置であり、この条例の施行の日前に行った葬祭に対して支給する葬祭

費については、なお従前の例によるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２６号 砂川市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、介護保険法第１２９条第３項の規定に基づき、平成３０年度

から平成３２年度までの介護保険事業運営期間に係る新たな保険料額を定めるとともに、

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律により介護保険

法の一部が改正されたこと等に伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次のページをお開き願います。砂川市介護保険条例の一部を改正する条例でありますが、

初めに改正の概要について申し上げます。介護保険制度は平成１２年４月にスタートし、

６５歳以上の第１号被保険者の保険料は３年ごとに見直すこととされており、現行は第６

期介護保険事業計画に基づき、平成２７年度から平成２９年度までの３年間の保険料を年

額で定めております。現行の保険料は第１段階から第９段階までの９段階に区分されてお

り、改正後につきましても引き続き国の標準段階に合わせて９段階とするものであります。

また、保険料基準額につきましては、介護給付費準備基金を活用し、年額５万５，２００

円を据え置くとともに、段階ごとの保険料率につきましても現行どおりとさせていただき

たいと存じます。

改正の内容につきましては、３ページ、議案第２６号附属説明資料、新旧対照表により

ご説明申し上げます。

第４条は、保険料率の定めであり、第１項及び第２項の「平成２７年度から平成２９年

度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改めるものであります。第１項第６

号は、保険料段階を判定する合計所得金額につきまして、土地の売却等には、被災地にお

ける防災集団移転促進事業や土地収用など本人の責めに帰さない理由による場合があるこ
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とから、介護保険法施行令の改正に基づき、合計所得金額の基準につきまして長期譲渡所

得、短期譲渡所得に係る特別控除を控除した額とするもので、第６号アに「（租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定する

特別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ。）」を加えるものであり

ます。第７号ア及び第８号アにつきましては、保険料段階の判定における合計所得金額の

範囲の定めであり、それぞれ「１２０万円以上１９０万円未満」を「１２０万円以上２０

０万円未満」に、「１９０万円以上２９０万円未満」を「２００万円以上３００万円未

満」に改めるものであります。

４ページをごらん願います。第６条は、賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、

喪失等があった場合の定め、第１０条は、保険料の減免の定め、第１１条は、保険料に関

する申告の定めであり、「月割により算定した保険料」を表記のとおり改め、「減免す

る」を「減免することができる」に、「市民税」を「市町村民税」に改めるものでありま

す。

第１４条は、罰則の定めであり、介護保険法の改正により市町村の質問検査権について、

第２号被保険者の配偶者もしくは第２号被保険者の属する世帯の世帯主等に範囲が拡大さ

れたことに伴い、「第１号被保険者」を「被保険者」に改めるものであります。

５ページをごらん願います。第１６条も同じく罰則の定めであり、「発布」を表記のと

おり改めるものであります。

附則として、第１項は、施行期日であり、この条例は、平成３０年４月１日から施行す

るものであります。

第２項は、経過措置であり、改正後の第４条の規定は、平成３０年度以降の年度分の保

険料について適用し、平成２９年度分までの保険料については、なお従前の例によるもの

であります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 議案第２７号の提案説明は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午前１０時５４分

再開 午前１１時０４分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

議案第２７号の提案説明を求めます。

市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは続きまして、議案第２７号 砂川市指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正する



－134－

条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由でありますが、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令が公布されたこと、介護保険法施行規則の一部が改正されたこ

と等に伴い、砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準等を改

めるとともに、条文の適正化を図るため、砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営等の基準に関する条例等の一部を改正しようとするものであります。

次のページをごらん願います。砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営等の基準に関する条例等の一部を改正する条例でありますが、改正の内容につきまし

ては、１５ページ、議案第２７号附属説明資料、新旧対照表によりご説明申し上げます。

第１条は、砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関す

る条例の一部改正であります。目次中第３章の２第５節を第６節に改め、第３章の２第４

節の次に「第５節 共生型地域密着型サービスに関する基準（第６１条の２０の２、第６

１条の２０の３）」を、第９章第４節の次に「第１０章 雑則（第２０５条）」を加える

ものであります。

第４条は、指定地域密着型サービス事業者の指定に関する申請者の定めであり、「法

人」の次に「又は病床を有する診療所を開設している者（複合型サービス（看護小規模多

機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請に限る。）（いずれも砂川市暴力団排除条例

（平成２４年条例第１８号）第２条第４号に掲げる者を除く。）」を加えるものでありま

す。

第７条は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の定めであり、第１号中「政令で定

める者」の次に「（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「法施行規

則」という。）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者に

限る。）」を加えるものであります。

１６ページをごらん願います。第８条は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

員数の定めであり、第２項ただし書き中「３年以上」を「１年以上（特に業務に従事した

経験が必要な者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上）」に改め、第５

項中「、午後６時から午前８時までの間において」を削り、同項に「第１２号 介護医療

院」を加え、第７項中「午後６時から午前８時までの間は、」を削り、第８項中、１７ペ

ージでございます。「、午後６時から午前８時までの間は」を削り、第１２項中「同条第

１項第１号ア」を「指定居宅サービス等基準条例第６５条第１項第１号ア」に、「第１９

３条第１０項」を「第１９３条第１４項」に改めるものであります。

第３４条は、勤務体制の確保等の定めであり、第３項中「午後６時から午前８時までの

間に行われる」を削るものであります。

１８ページでございます。第４０条は、苦情解決の定めであり、第３項中「及び利用

者」を「並びに利用者及びその家族」に改めるものであります。
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第４１条は、地域との連携等の定めであり、第１項中「３月」を「６月」に改め、第４

項中「提供する場合には」の次に「、正当な理由がある場合を除き」を加え、「行うよう

努めなければならない」を「行わなければならない」に改めるものであります。

１９ページをごらん願います。第４８条は、指定夜間対応型訪問介護の定めであり、第

１項中「政令で定める者」の次に「（法施行規則第２２条の２３第１項に規定する介護職

員初任者研修課程を修了した者に限る。）」を加えるものであります。

第４９条は、訪問介護員等の員数の定めであり、第３項ただし書き中「３年以上」を

「１年以上（特に業務に従事した経験が必要な者として厚生労働大臣が定めるものにあっ

ては、３年以上）」に改めるものであります。

第６１条の９は、指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針の定めであり、第６号中、

２０ページでございます。「第５条の２」を「第５条の２第１項」に改めるものでありま

す。

第６１条の１５は、非常災害対策の定めであり、同条に「第２項 指定地域密着型通所

介護事業者は、前項の規定により非常災害に係る対策を講ずるに当たっては、地域の特性

等を考慮して、地震災害、風水害その他の自然災害に係る対策を含むものとしなければな

らない。」を加えるものであります。

第６１条の２０の次に次の２条を加えるものであり、第６１条の２０の２は、共生型地

域密着型通所介護の基準の定めであり、「地域密着型通所介護に係る共生型地域密着型サ

ービス（以下この条及び次条において「共生型地域密着型通所介護」という。）の事業を

行う指定生活介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）に基づく北海道指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年北海道条例第１００号。以下この条

において「指定障害福祉サービス等基準条例」という。）第８０条第１項に規定する指定

生活介護事業者をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）事業者（指定障害福祉サービス等

基準条例第１４３条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定

自立訓練（生活訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基準条例第１５３条第１項に規定

する指定自立訓練（生活訓練）事業者をいう。）、指定児童発達支援事業者（児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）に基づく北海道指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（平成２４年北海道条例第１０４号。以下この条において

「指定通所支援基準条例」という。）第６条第１項に規定する指定児童発達支援事業者を

いい、主として重症心身障害児（同法第７条第２項に規定する重症心身障害児をいう。以

下この条において同じ。）を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通所支援基

準条例第５条に、次のページであります。規定する指定児童発達支援をいう。第１号にお

いて同じ。）を提供する事業者を除く。）及び指定放課後等デイサービス事業者（指定通

所支援基準条例第７３条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業者をいい、主と
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して重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービス（指定通所支援

基準条例第７２条に規定する指定放課後等デイサービスをいう。）を提供する事業者を除

く。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。第１号 指定生活介護

事業所（指定障害福祉サービス等基準条例第８０条第１項に規定する指定生活介護事業所

をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービス等基準条例第１４

３条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所をいう。）、指定自立訓練（生活

訓練）事業所（指定障害福祉サービス等基準条例第１５３条第１項に規定する指定自立訓

練（生活訓練）事業所をいう。）、指定児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例第６

条第１項に規定する指定児童発達支援事業所をいう。）又は指定放課後等デイサービス事

業所（指定通所支援基準条例第７３条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業所

をいう。）（以下この号において「指定生活介護事業所等」という。）の従業者の員数が、

当該指定生活介護事業所等が提供する指定生活介護（指定障害福祉サービス等基準条例第

７９条に規定する指定生活介護をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）（指定障害福祉サ

ービス等基準条例第１４２条に規定する指定自立訓練（機能訓練）をいう。）、指定自立

訓練（生活訓練）（指定障害福祉サービス等基準条例第１５２条に規定する指定自立訓練

（生活訓練）をいう。）、指定児童発達支援又は指定放課後等デイサービス（以下この号

において「指定生活介護等」という。）の利用者の数を指定生活介護等の利用者及び共生

型地域密着型通所介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定生活介護

事業所等として必要とされる数以上であること。第２号 共生型地域密着型通所介護の利

用者に対して適切なサービスを提供するため、指定地域密着型通所介護事業所その他の関

係施設から必要な技術的支援を受けていること。」。

２２ページでございます。第６１条の２０の３は、準用の定めであり、「第１１条から

第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２２条、第２４条、第３０条、第３６条か

ら第４０条まで、第４３条、第５５条、第６１条の２、第６１条の４及び第６１条の５第

４項並びに前節（第６１条の２０を除く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業

について準用する。この場合において、第１１条第１項中「第３３条に規定する運営規

程」とあるのは「運営規程（第６１条の１２に規定する運営規程をいう。第３６条におい

て同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域

密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通所介護従業者」とい

う。）」と、第３６条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生

型地域密着型通所介護従業者」と、第６１条の５第４項中「前項ただし書きの場合（指定

地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着

型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通

所介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型

地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第６１条の９第４号及び第６１
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条の１０第５項中「指定地域密着型通所介護従業者」とあり、並びに第６１条の１３第３

項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、

第６１条の１９第２項第２号中「次条において準用する第２２条第２項」とあるのは「第

２２条第２項」と、同項第３号中「次条において準用する第３０条」とあるのは「第３０

条」と、同項第４号中「次条において準用する第４０条第２項」とあるのは「第４０条第

２項」と読み替えるものとする。」、以上を加えるものであります。

６１条の２５は、利用定員の定めであり、「９人」を「１８人」に改めるものでありま

す。

２３ページでございます。第６１条の２７は、内容及び手続の説明及び同意の定めであ

り、第１項中「運営規程」を「重要事項に関する規程」に改めるものであります。

第６１条の３８は、準用の定めであり、後段中「第３６条中」の次に「運営規程」とあ

るのは「第６１条の３４に規定する重要事項に関する規程」と、」を加えるものでありま

す。

第６３条は、従業者の員数の定めであり、２４ページでございます。第１項中「介護老

人保健施設」の次に「、介護医療院」を、「併設されていない事業所において行われる指

定認知症対応型通所介護をいう」の次に「。以下同じ」を加えるものであります。

第６７条は、利用定員等の定めであり、第１項中「指定地域密着型介護老人福祉施設」

の次に「（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１８０条に規定するユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。）」を、

「３人以下と」の次に「し、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においては、ユ

ニットごとに当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型

指定認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり１２人以下となる数と」を加

え、第２項中、２５ページであります。「第８４条第７項」の次に「及び第１９３条第８

項」を加えるものであります。

第８２条は、準用の定めであり、同条中「第２０条まで」の次に「、第２２条」を加え

るものであります。

第８４条は、従業者の員数等の定めであり、２６ページでございます。第１項中「本体

事業所及び」を「本体事業所並びに」に改め、「他の同項に規定するサテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所」の次に「及び第１９３条第８項に規定するサテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を加え、第６項の表中、２７ページであります。

「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護療養型医療施設」に改め、「診療所であ

るものに限る。）」の次に「又は介護医療院」を、「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」の次に「、指定地域密着型通所介護事業所」を加え、第７項中「「本体事業

所」」を「この章において「本体事業所」」に改めるものであります。

２８ページでございます。第８５条は、管理者の定めであり、第３項中「介護老人保健
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施設」の次に「、介護医療院」を加え、「第１９４条第２項」を「第１９４条第３項」に

改めるものであります。

第８６条は、指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者の定めであり、「介護老人保

健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

第９４条は、指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針の定めであり、第５号中「、

身体の拘束」を「、身体的拘束」に、「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、２９

ページであります。第６号中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるものでありま

す。

第１０５条は、協力医療機関等の定めであり、第３項中「介護老人保健施設」の次に「、

介護医療院」を加えるものであります。

第１０９条は、記録の整備の定めであり、第２項第４号中「身体の拘束等」を「身体的

拘束等」に改めるものであります。

第１１３条は、管理者の定めであり、第２項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医

療院」を加えるものであります。

第１１４条は、指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者の定めであり、３０ペー

ジであります。「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

第１１９条は、指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針の定めであり、第５号及び第

６項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、第７項を第８項とし、第６項の次に

「第７項 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。第１号 身体的拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者その

他の従業者に周知徹底を図ること。第２号 身体的拘束等の適正化のための指針を整備す

ること。第３号 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。」を加えるものであります。

第１２７条は、協力医療機関等の定めであり、第３項中「介護老人保健施設」の次に「、

介護医療院」を加えるものであります。

３１ページであります。第１２８条は、居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止

の定めであり、見出し中「居宅介護支援事業者」を「指定居宅介護支援事業者」に改める

ものであります。

第１２９条は、記録の整備の定めであり、第２項第３号中「身体の拘束等」を「身体的

拘束等」に改めるものであります。

第１３２条は、従業者の員数の定めであり、第４項中「のうち１人以上及び介護職員の

うち」を「及び介護職員のうちそれぞれ」に改め、ただし書き中「介護老人保健施設」の

次に「、介護医療院」を加え、３２ページであります。第７項第１号中「若しくは作業療

法士」を「、作業療法士若しくは言語聴覚士」に改め、同項に「第３号 介護医療院 介
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護支援専門員」を加えるものであります。

第１４０条は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱方針の定めであり、第４

項及び第５項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、第６項を第７項とし、第５

項の次に「第６項 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適

正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。第１号 身体的拘束等の適正

化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。第２号 身体的拘束等の適正化のための

指針を整備すること。第３号 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。」を加えるものであります。

第１５０条は、記録の整備の定めであり、３３ページであります。第２項第３号中「身

体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるものであります。

第１５３条は、人員に関する基準の定めであり、第３項ただし書き中「この条」を「こ

の項」に、「及びユニット型指定介護老人福祉施設」を「にユニット型指定介護老人福祉

施設」に、「平成２４年北海道条例第９７号」を「平成２４年北海道条例第９７号。以下

「指定介護老人福祉施設基準条例」という。」に、「）を併設する場合又は指定地域密着

型介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合」を

「以下この項において同じ。）を併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉施設及びユ

ニット型指定介護老人福祉施設の介護職員及び看護職員（指定介護老人福祉施設基準条例

第５３条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。）又は指定地域密着型介護老

人福祉施設にユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合の指定地域密着

型介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設」に改め、第４項中

「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加え、３４ページであります。第８項第

２号中「若しくは作業療法士」を「、作業療法士若しくは言語聴覚士」に改め、同項に

「第４号 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員」を加えるものであります。

第１５５条は、サービス提供困難時の対応の定めであり、「介護老人保健施設」の次に

「若しくは介護医療院」を加えるものであります。

第１５９条は、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針の定めであ

り、第４項及び第５項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、３５ページであり

ます。第６項を第７項とし、第５項の次に「第６項 指定地域密着型介護老人福祉施設は、

身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。第１号 身

体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。第２号 身体的拘束

等の適正化のための指針を整備すること。第３号 介護職員その他の従業者に対し、身体

的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。」を加えるものであります。

第１６７条の次に次の１条を加えるものであり、第１６７条の２は、緊急時等の対応の
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定めであり、「指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、第１５３条第１項第１号に掲げる医師との連携方法その他の

緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。」を加えるものであります。

第１６９条は、計画担当介護支援専門員の責務の定めであり、第５号中「身体の拘束

等」を「身体的拘束等」に改めるものであります。

第１７０条は、運営規程の定めであり、第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第

５号の次に「第６号 緊急時等における対応方法」を加えるものであります。

３６ページをごらん願います。第１７６条は、居宅介護支援事業者に対する利益供与等

の禁止の定めであり、見出し中「居宅介護支援事業者」を「指定居宅介護支援事業者」に

改めるものであります。

第１７８条は、記録の整備の定めであり、第２項第３号中「身体の拘束等」を「身体的

拘束等」に改めるものであります。

第１８４条は、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取り扱い方針の定め

であり、第６項及び第７項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、第８項を第９

項とし、第７項の次に「第８項 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的

拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。第１号 身体的拘

束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結

果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。第２号 身体的拘束等の適

正化のための指針を整備すること。第３号 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束

等の適正化のための研修を定期的に実施すること。」を加えるものであります。

３７ページであります。第１８８条は、運営規程の定めであり、第８号を第９号とし、

第７号を第８号とし、第６号の次に「第７号 緊急時等における対応方法」を加えるもの

であります。

第１９３条は、従業者の員数等の定めであり、第１項中「（本体事業所」を「（第８４

条第７項に規定する本体事業所」に、「又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所」を「及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４５条第７項に規定

するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（第６項において「サテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」という。）の登録者、第８項に規定

する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業

所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並

びに、３８ページであります。同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る

同項に規定する本体事業所、当該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所に係る第８４条第７項に規定する
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サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、第６項中「（本体事業所」を

「（第８４条第７項に規定する本体事業所」に、「サテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護及び第８項に規定する本体事業所であ

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同項に規定

するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、３９ページでござい

ます。第７項に「第５号 介護医療院」を加え、第９項を第１２項とし、第８項を第１１

項とし、第７項の次に「第８項 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を

求められた場合に常時対応し、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にある

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健

医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指定看護小規模多機能型居宅

介護事業者により設置される当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

対して指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章におい

て「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営され、利用者に対し適切な看護サ

ービスを提供できる体制にあるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提供

に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認

められるときは、２人以上とすることができる。第９項 第１項の規定にかかわらず、サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を

通じて本体事業所において宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者により当該

サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると

認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置かないことができる。第１０項 第４項の規定にかかわらず、サテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所については、看護職員の員数は常勤換算方法

で１以上とする。」を加え、４０ページであります。第１０項を第１４項とし、同項中

「同条第１項第１号ア」を「指定居宅サービス等基準条例第６５条第１項第１号ア」に改

め、第１２項の次に「第１３項 第１１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画の作成

が適切に行われるときは、介護支援専門員に代えて、看護小規模多機能型居宅介護計画の

作成に専ら従事する前項の規則で定める研修を修了している者（第２０１条において「研

修修了者」という。）を置くことができる。」を加えるものであります。
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第１９４条は、管理者の定めであり、第２項中「前項」を「第１項」に改め、「介護老

人保健施設」の次に「、介護医療院」を加え、同項を第３項とし、第１項の次に「第２項

前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業

所の管理者をもって充てることができる。」を加えるものであります。

４１ページでございます。第１９５条は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代

表者の定めであり、「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものでありま

す。

第１９６条は、登録定員及び利用定員の定めであり、第１項中「は、２９人」を「を、

２９人（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、１８人）」に

改め、第２項第１号中「、登録定員」を「登録定員」に改め、「定める利用定員」の次に

「サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１２人」を加え、第２

号中「９人」の次に「（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

６人）」を加えるものであります。

４２ページでございます。第１９７条は、設備及び備品等の定めであり、第２項第２号

に「オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であって、当該指定

看護小規模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提供に支障がない場合には、当該診

療所が有する病床については、宿泊室を兼用することができる。」を加えるものでありま

す。

第１９９条は、指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針の定めであり、第５

号及び第６号中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるものであります。

第２０１条は、看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告

書の作成の定めであり、第１項中「介護支援専門員」の次に「（第１９３条第１３項の規

定により介護支援専門員を配置していないサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所にあっては、研修修了者。以下この条において同じ。）」を加えるものであります。

４３ページでございます。第２０３条は、記録の整備の定めであり、第２項第３号中

「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるものであります。

第２０４条は、準用の定めであり、後段中「提供回数等の活動状況」と」の次に「、第

８９条中「第８４条第１２項」とあるのは「第１９３条第１３項」と」を加えるものであ

ります。

４４ページでございます。第２０４条の次に次の１条を加えるものであり、第２０５条

は、委任の定めであり、「この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。」を加え

るものであります。

附則第３条本文中「附則第１２条」を「附則第５条」に、「平成３０年３月３１日ま

で」を「平成３６年３月３１日まで」に改めるものであります。
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附則第４条中「平成３０年３月３１日まで」を「平成３６年３月３１日まで」に改める

ものであります。

４５ページであります。附則第５条本文中「平成３０年３月３１日まで」を「平成３６

年３月３１日まで」に改めるものであります。

第２条は、砂川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等の基

準に関する条例の一部改正であります。

目次中、第４章第５節の次に「第５章 雑則（第９２条）」を加えるものであります。

第３条は、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する申請者の定めであり、

「介護保険法」を「法」に改め、「法人」の次に「（砂川市暴力団排除条例（平成２４年

条例第１８号）第２条第４号に掲げる者を除く。）」を加えるものであります。

４６ページであります。第５条は、基本方針の定めであり、「第５条の２」を「第５条

の２第１項」に改めるものであります。

第６条は、従業者の員数の定めであり、第１項中「介護老人保健施設」の次に「、介護

医療院」を加えるものであります。

第１０条は、利用定員等の定めであり、４７ページであります。第１項中「指定地域密

着型介護老人福祉施設」の次に「（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地

域密着型サービス基準条例第１８０条に規定するユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。）」を、「３人以下と」の次に「し、

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においてはユニットごとに当該ユニット型指

定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護の利用者の数の合計が１日当たり１２人以下となる数と」を加えるものであります。

第３７条は、苦情解決の定めであり、第３項中「及び利用者」を「並びに利用者及びそ

の家族」に改めるものであります。

第４５条は、従業者の員数等の定めであり、第６項中、４８ページであります。表中

「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護療養型医療施設」に改め、「診療所であ

るものに限る。）」の次に「又は介護医療院」を、「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」の次に「、指定地域密着型通所介護事業所」を加え、第１０項本文中「第８

条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改めるものであります。

第４６条は、管理者の定めであり、第３項中、４９ページであります。「介護老人保健

施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

第４７条は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者の定めであり、「介

護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

第５４条は、身体の拘束等の禁止の定めであり、見出し中「身体の拘束等」を「身体的

拘束等」に改め、第１項中「、身体の拘束」を「、身体的拘束」に、「身体の拘束等」を

「身体的拘束等」に改め、第２項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるもので
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あります。

第６１条は、協力医療機関等の定めであり、５０ページであります。第３項中「介護老

人保健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

第６５条は、記録の整備の定めであり、第２項第４号中「身体の拘束等」を「身体的拘

束等」に改めるものであります。

第７３条は、管理者の定めであり、第２項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療

院」を加えるものであります。

第７４条は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者の定めであり、

「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加えるものであります。

５１ページであります。第７９条は、身体の拘束等の禁止の定めであり、見出し並びに

第１項及び第２項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、同条に「第３項 指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲

げる措置を講じなければならない。第１号 身体的拘束等の適正化のための対策を検討す

る委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者その他の従

業者に周知徹底を図ること。第２号 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

第３号 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。」を加えるものであります。

第８４条は、協力医療機関等の定めであり、第３項中「介護老人保健施設」の次に「、

介護医療院」を加えるものであります。

第８６条は、記録の整備の定めであり、第２項中、５２ページでございます。第３号中

「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改めるものであります。

第８７条は、準用の定めであり、前段中「第４０条」の次に「（第５項を除く。）」を

加えるものであります。

第９１条の次に次の１条を加えるものであり、第９２条は、委任の定めであり、「この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。」を加えるものであります。

第３条は、砂川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正であ

ります。

目次中 第５章の次に「第６章 雑則（第３５条）」を加えるものであります。

５３ページであります。第３条は、基本方針の定めであり、第４項中「介護保険施設を

いう。以下同じ。）」の次に「、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相

談支援事業者」を加えるものであります。

第６条は、内容及び手続の説明及び同意の定めであり、第２項中「であること」を「で

あり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第５３条第１項に規定する指定介
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護予防サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう求めることができること」

に改め、５４ページであります。第７項を第８項とし、第６項中「第３項の」を「第４項

の」に改め、第１号中「第３項各号」を「第４項各号」に改め、同項を第７項とし、第５

項中「第３項第１号」を「第４項第１号」に改め、同項を第６項とし、第４項を第５項と

し、５３ページに一度お戻りください。第３項中「第６項」を「第７項」に改め、同項を

第４項とし、第２項の次に「第３項 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所

に伝えるよう求めなければならない。」を加えるものであります。

５４ページであります。第１２条は、利用料等の受領の定めであり、「第１項」を「第

２項」に改めるものであります。

第１４条は、指定介護予防支援の業務の委託の定めであり、「の各号」を削るものであ

ります。

５５ページであります。第２７条は、苦情解決の定めであり、第１項中「又はその家

族」を「及びその家族」に改め、第３項中「及び利用者又はその家族」を「並びに利用者

及びその家族」に改めるものであります。

第３０条は、記録の整備の定めであり、第２項第２号エ中「第３２条第１５号」を「第

３２条第１６号」に改め、同号オ中「第３２条第１６号」を「第３２条第１７号」に改め

るものであります。

第３２条は、指定介護予防支援の具体的取扱方針の定めであり、第５号中、５６ページ

でございます。「提供するものとする」を「提供しなければならない」に改め、第６号中

「又は」を「及び」に改め、第８号中「又は」を「及び」に、「及びその期間」を「並び

にその期間」に改め、第９号本文中「のために」の次に「、利用者及びその家族の参加を

基本としつつ、」を加え、第１２号中、５７ページでございます。「提出を求めるものと

する」を「指定介護予防サービス等基準条例において位置付けられている計画の提出を求

めなければならない」に改め、第１３号中「介護予防訪問看護計画書等」の次に「の指定

介護予防サービス等基準条例において位置付けられている計画」を加え、５８ページでご

ざいます。第２８号を第３０号とし、第２２号から第２７号までを２号ずつ繰り下げ、こ

こで１ページお戻りください。第２１号中「以下「主治の医師等」」を「次号及び第２４

号において「主治の医師等」」に改め、同号を第２２号とし、同号の次に「第２３号 前

号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予防

サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。」を加え、第２０号を第２１号

とし、第１５号から第１９号までを１号ずつ繰り下げ、第１４号の次に「第１５号 担当

職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときその他

必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況
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に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師

又は薬剤師に提供するものとする。」を加えるものであります。

５８ページであります。第３４条は、準用の定めであり、後段中「同条第１項」を「同

条第２項」に改めるものであります。

第３４条の次に次の１条を加えるものであり、第３５条は、委任の定めであり、「この

条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。」を加えるものであります。

５９ページであります。附則として、第１条は、施行期日であり、この条例は、平成３

０年４月１日から施行するものであります。

第２条及び第３条は、砂川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の

基準に関する条例に関する経過措置であり、第２条、第１条の規定による改正後の砂川市

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例（以下「新条

例」という。）第１３２条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床を有す

る診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１

日までの間に転換（当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させると

ともに、当該病院等の施設を介護医療院、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者そ

の他の者を入所又は入居させるための施設の用に供することをいう。次条において同

じ。）を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う医療機関併設型指定

地域密着型特定施設（介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所に併設され

る指定地域密着型特定施設をいう。以下この条及び次条において同じ。）の生活相談員、

機能訓練指導員及び計画作成担当者の員数の基準は、次のとおりとする。第１号 機能訓

練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所の理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士により当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用

者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことができること。第２号 生

活相談員又は計画作成担当者、当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の実情に応じ

た適当数。第３条 新条例第１３４条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は

病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６

年３月３１日までの間に転換を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行

う場合の医療機関併設型指定地域密着型特定施設においては、併設される介護老人保健施

設、介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用することにより、当該医療機関併設

型指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、当該医

療機関併設型指定地域密着型特定施設に浴室、便所及び食堂を設けないことができる。」

とするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３５号 砂川市北地区コミュニティセンターの指定管理者の指定に

ついてご説明申し上げます。
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地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市北地区コミュニティセンター条例第７条の

規定に基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであ

ります。

１、管理を行わせる施設の名称は、砂川市北地区コミュニティセンターであり、所在地

は、砂川市空知太西４条４丁目１０７番地２であります。

２、指定管理者の名称は、そらっぷセンター運営委員会であります。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、砂川市北地区コミュニティセンターにつきましては、そらっ

ぷセンター運営委員会が指定管理者として管理運営体制が維持されており、地域住民の自

主活動の活発化に寄与することから、その実績により継続して当該委員会を指定しようと

するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３６号 砂川市東地区コミュニティセンターの指定管理者の指定に

ついてご説明申し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市東地区コミュニティセンター条例第７条の

規定に基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであ

ります。

１、管理を行わせる施設の名称は、砂川市東地区コミュニティセンターであり、所在地

は、砂川市焼山１７３番地４であります。

２、指定管理者の名称は、砂川市東地区コミュニティセンター管理運営協議会でありま

す。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、砂川市東地区コミュニティセンターにつきましては、砂川市

東地区コミュニティセンター管理運営協議会が指定管理者として管理運営体制が維持され

ており、地域住民の自主活動の活発化に寄与することから、その実績により継続して当該

協議会を指定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３７号 砂川市南地区コミュニティセンターの指定管理者の指定に

ついてご説明申し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市南地区コミュニティセンター条例第７条の

規定に基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであ

ります。

１、管理を行わせる施設の名称は、砂川市南地区コミュニティセンターであり、所在地
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は、砂川市東５条南１１丁目３番５号であります。

２、指定管理者の名称は、南地区コミュニティセンター運営委員会であります。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、砂川市南地区コミュニティセンターにつきましては、南地区

コミュニティセンター運営委員会が指定管理者として管理運営体制が維持されており、地

域住民の自主活動の活発化に寄与することから、その実績により継続して当該委員会を指

定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３９号 砂川市老人憩の家の指定管理者の指定についてご説明申し

上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市老人憩の家条例第６条の規定に基づき、指

定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであります。

施設は、市内５カ所の老人憩の家であり、１、管理を行わせる施設の名称及び所在地と

２、指定管理者の名称についてあわせてご説明申し上げます。１カ所目は砂川市空知太老

人憩の家であり、所在地は砂川市空知太東２条４丁目１番３６号、指定管理者は砂川市空

知太老人憩の家運営委員会であります。２カ所目は砂川市石山老人憩の家であり、所在地

は砂川市空知太東３条２丁目１０番５号、指定管理者は砂川市北光団地町内会であります。

３カ所目は砂川市北光老人憩の家であり、所在地は砂川市西３条北１６丁目１番１０号、

指定管理者は砂川市北光団地町内会であります。４カ所目は砂川市南吉野老人憩の家であ

り、所在地は砂川市吉野２条南６丁目３番９号、指定管理者は砂川市南吉野町内会長連絡

協議会であります。５カ所目は砂川市宮川老人憩の家であり、所在地は砂川市西３条南１

０丁目２番５号、指定管理者は砂川市宮川老人憩の家運営委員会であります。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、各老人憩の家につきましては、町内会等が指定管理者として

管理運営体制が維持されており、高齢者及び地域住民の福祉の向上が図られることから、

その実績により継続して当該町内会等を指定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〔何事か呼ぶ者あり〕

訂正をさせていただきます。議案第３９号、砂川市石山団地町内会を砂川市北光団地町

内会と言い間違えました。訂正させていただきます。

〇議長 飯澤明彦君 議案第２８号の提案説明は休憩後に行います。

午後１時３０分まで休憩します。

休憩 午後 ０時１０分
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再開 午後 １時０１分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

議案第２８号の提案者の説明を求めます。

経済部長。

〇経済部長 福士勇治君 （登壇） 私から経済部所管の各議案について順次ご説明申し

上げます。

初めに、議案第２８号 砂川市企業振興促進条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明申し上げます。

改正の理由は、助成の対象とする企業施設に植物工場施設を加えるとともに、条文の適

正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであります。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市企業振興促進条例の一部を改正する

条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第２８号附属説明資料の新

旧対照表によりご説明申し上げます。

第２条は、用語の定義の定めであり、「当該各号の」を「当該各号に」に改め、同条第

１号中「アからエ」を「アからオ」に改め、同号エを同号オとし、同号ウの次に「エ 植

物工場施設 植物（菌糸類を含む。）の生育に必要な環境を人工的に制御し、養液栽培に

より室内において野菜、果物その他の植物を連続的に生産する施設をいう。」を加えるも

のであります。

次に、第２条第４号中「（昭和２９年条例第８号）」を削り、同条第５号中「新たに企

業施設を設置（市内に企業施設を有する者が当該企業施設と異なる企業施設を設ける場合

を含む。）すること」を「企業施設を有しない者が、新たに企業施設を設置する場合又は

市内に企業施設を有する者が、異なる業種の企業施設を新たに設置する場合」に改め、同

条第６号中「事業の拡充を目的として施設の増築又は増築に伴う設備の増設を行うこと」

を「当該企業施設と同一業種の企業施設の設置に伴い施設の床面積を増加させる場合及び

当該同一業種の企業施設の設置に伴う設備の増設を行う場合」に改めるものであります。

第３条は、補助の対象の定めであり、第１項各号を「第１号 工場施設 投資額が１，

５００万円以上で、かつ、新設及び増設にあっては、従業員が５人以上であるもの。第２

号 観光事業施設、特定事業施設及び植物工場施設 投資額が１，５００万円以上で、か

つ、新設及び増設にあっては、従業員が３人以上であるもの。」に改めるものであります。

次に、第４条は、補助の措置の定めであり、第１項第１号ア中「又は特定事業施設」を

「、特定事業施設又は植物工場施設」に、「５か年度分」を「５年度分」に改め、同号イ

中「３か年度分」を「３年度分」に改め、同項第２号ア中「５か年度分」を「５年度分」

に改め、同号イ中「３か年度分」を「３年度分」に改め、同項第４号中「３か年度分」を

「３年度分」に、「１か年度」を「１年度」に改めるものであります。

第１０条は、助成の取り消しの定めであり、「取消す」を「取り消す」に改めるもので
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あります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第２９号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制定に

ついてご説明申し上げます。

改正の理由は、助成の種類に創業者の販路拡大及び売り上げ拡大事業に対する助成を加

えるとともに、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものでありま

す。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市中小企業等振興条例の一部を改正す

る条例でありますが、改正内容につきましては、５ページ、議案第２９号附属説明資料の

新旧対照表によりご説明申し上げます。

第２条は、定義の定めであり、第１号中「第２条」を「第２条第１項」に改め、同条に

「第４号 特定創業支援事業の証明を受けた者 産業競争力強化法（平成２５年法律第９

８号）第２条第２５項に規定する特定創業支援事業として実施する、創業に係る知識習得

のための事業に出席し、経営、財務、人材育成、販売方法に関する全ての学習が終了した

ことを証明する証明書の発行を受けた者で、かつ、砂川市創業支援事業計画に基づく継続

的な相談を通じて、市が創業に係る知識を習得したものと認定したものをいう。」を加え

るものであります。

第５条は、助成の種類の定めであり、「次条から第１２条まで」を「次条から第１１条

まで及び第１２条の２」に改め、同条第１号中「高度化」を「共同化」に改め、同条第４

号中「組織化」を「商店街活性化」に改め、同条第７号中「資金の融資」を「信用保証料

及び利子の補給」に改め、同号を同条第８号とし、同条第６号を同条第７号とし、同条第

５号を同条第６号とし、同条第４号の次に「第５号 創業者の販路拡大及び売上拡大事業

に対する助成」を加えるものであります。

次に、６ページをお開きいただきたいと存じます。第６条は、高度化事業に対する助成

の定めであり、見出し中「高度化」を「共同化」に改め、第１項中「事業を行う者」を

「施設を設置したときは、当該施設を設置した者」に改めるものであります。

第８条は、商店街店舗整備事業に対する助成の定めであり、第１項中「商業地域等で次

の各号のいずれかに該当する事業を行う者」を「中小企業者等が商業地域等で次の各号に

掲げるいずれかの事業を行ったときは、当該中小企業者等」に改め、同条第２項第２号ア

に「ただし、中小企業者等の代表者が特定創業支援事業の証明を受けた者であり、かつ、

創業に当たり改装を行ったときは、当該費用の１００分の５０以内とする。」とただし書

きを加えるものであります。

次に、同号イ中「１２か月」を「１２月」に改めるものであります。

第９条は、組織化事業に対する助成の定めであり、見出し中「組織化」を「商店街活性
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化」に改め、同条中「予算の範囲内で」を「当該中小企業者等又は市長が特に必要と認め

た商店街団体に対し、」に改め、同条に「第２項 前項第２号及び第３号に定める助成金

の対象となる経費は、事業の実施に要する費用のうち、別表第１に掲げるものとする。第

３項 第１項に定める助成金の額は、次の各号に掲げる額に応じ、当該各号に定めるとこ

ろによる。第１号 第１号の額は、１つの団体につき１０万円とその団体の構成員の数に

３，０００円を乗じて得た額との合計額とする。第２号 第２号の額は、別表第１に掲げ

る費用のうち第１項の費用の３分の１以内とし、その限度額は３０万円とする。第３号

第３号の額は、別表第１に掲げる費用のうち第１項の費用の３分の１以内と第２項の費用

の６分の１以内との合計額とし、その限度額は２４万３，０００円とする。」を加えるも

のであります。

第９条の次に、第９条の２は、創業者の販路拡大及び売り上げ拡大事業に対する助成の

定めであり、「市長は、特定創業支援事業の証明を受けた者が創業後５年未満であり、か

つ、経営計画に基づき販路拡大及び売上拡大のための事業を行うときは、当該特定創業支

援事業の証明を受けた者が代表者である中小企業者等に対し、助成金を交付することがで

きる。第２項 前項に定める助成金の対象となる経費は、事業の実施に要する費用のうち、

別表第２に掲げるものとする。第３項 第１項に定める助成金の額は、事業に要した費用

のうち、別表第２に掲げる費用の１００分の７０以内とし、その限度額は３０万円とす

る。」を加えるものであります。

次に、第１０条は、地場産品の研究及び新製品の開発事業に対する助成の定めであり、

「中小企業者等が」を削り、「開発や」を「開発及び」に、「もの」を「中小企業者等」

に改め、「予算の範囲内で」を削り、同条に「第２項 前項に定める助成金の額は、事業

に要した費用の１００分の５０以内とし、その限度額は５０万円とする。」を加えるもの

であります。

第１１条は、人材の育成事業に対する助成の定めであり、８ページをお開きいただきた

いと存じます。「市長が必要と認めた講座を受講研修する」を「研修のうち、市長が必要

と認めた研修を受講する」に改め、「予算の範囲内で」を削り、同条に「第２項 前項に

定める助成金の額は、受講料の全額とする。」を加えるものであります。

第１２条は、資金の融資の定めであり、見出しを「（融資のあっせん）」に改め、第１

項中「図るため」の次に「、中小企業者等又は中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２

６４号）第２条第１項第５号に規定する者に対し」を加え、「融資」を「融資のあっせ

ん」に改め、同条第２項中「融資」を「融資のあっせん」に、「市内指定金融機関に」を

「市内金融機関に、」に改め、同条第３項を削るものであります。

第１２条の次に、第１２条の２は、信用保証料及び利子の補給の定めであり、「市長は、

前条第１項の規定による融資のあっせんにより融資を受けた者に対し、予算の範囲内で当

該融資に係る信用保証料及び利子の一部を補給することができる。」を加えるものであり
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ます。

第１３条は、申請書の提出の定めであり、「別に定める申請書に市長が必要と認める書

類（以下これらを「申請書等」という。）を添付して提出しなければならない」を「規則

で定める申請書に関係書類（以下これらを「申請書等」という。）を添えて、市長に提出

しなければならない」に改めるものであります。

附則の次に別表第１（第９条関係）及び別表第２（第９条の２関係）を加えるものであ

ります。

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３０号 砂川市北吉野コミュニティセンター条例の一部を改正する

条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由は、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであり

ます。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市北吉野コミュニティセンター条例の

一部を改正する条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第３０号附

属説明資料の新旧対照表によりご説明申し上げます。

第７条は、開館時間及び休館日の定めであり、「の各号」を削り、同条第２号中「第２

条」を「第２条第１項」に改めるものであります。

第９条は、使用の制限の定めであり、第２号中「棄損」を「毀損」に改めるものであり

ます。

第１０条は、使用料の定めであり、第１項本文中「（以下「使用者」という。）」を削

るものであります。

第２０条は、損害賠償の定めであり、「き損」を「毀損」に改めるものであります。

４ページをお開きいただきたいと存じます。第２１条は、委任の定めであり、「市長が

別に定める」を「規則で定める」に改めるものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３１号 砂川市火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついてご説明申し上げます。

改正の理由は、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであり

ます。

次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市火入れに関する条例の一部を改正す

る条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第３１号附属説明資料No.

１の新旧対照表によりご説明申し上げます。

第１条は、目的の定めであり、「）第２１条の」を「。以下「法」という。）第２１条
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に規定する」に改めるものであります。

第２条は、許可の申請の定めであり、第１項中「森林法」を「法」に改め、「別記様式

第１号による」及び「の各号」を削るものであります。

第３条は、許可の要件の定めであり、「当該申請」を「前条に規定する申請」に、「す

べてに」を「いずれにも」に改め、同条第１号中「森林法」を「法」に改めるものであり

ます。

第４条は、許可証の交付等の定めであり、第１項中「森林法」を「法」に改め、「別記

様式第２号による」を削るものであります。

４ページをお開きいただきたいと存じます。第５条は、許可後における指示の定めであ

り、「森林法第２１条」を「法第２１条第１項」に改めるものであります。

第１４条は、火入れの中止の定めであり、「火入者及び火入責任者は、火入れの許可の

期間中であっても、次の各号のいずれかに該当した場合には、火入れを行ってはならない。

第１号 強風注意報又は暴風警報若しくは暴風特別警報が発表されたとき。第２号 乾燥

注意報が発表されたとき。第３号 火災警報が発令されたとき。第２項 火入責任者は、

火入れ中に前項各号のいずれかに該当した場合又は延焼その他危害の発生のおそれが生じ

た場合には、速やかに消火しなければならない。」に改めるものであります。

第１６条の次に、第１７条は、委任の定めであり、「この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。」を加えるものであります。

５ページの別記様式第１号（第２条関係）及び６ページの別記様式第２号（第４条第１

項関係）を削るものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

９ページをお開きいただきたいと存じます。議案第３１号附属説明資料No.２に砂川市

火入れに関する条例施行規則でありますが、様式を定めたものであり、参考としてご高覧

いただきたいと存じます。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３８号 砂川市オートスポーツランドの指定管理者の指定について

ご説明申し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市オートスポーツランド条例第７条の規定に

基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであります。

１、管理を行わせる施設の名称及び所在地は、オートスポーツランドスナガワであり、

所在地は、砂川市オアシスであります。

２、指定管理者の名称は、株式会社邦明商事であります。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、オートスポーツランドスナガワにつきましては、株式会社邦
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明商事が指定管理者として管理運営体制が維持されており、その実績により継続して当該

法人を指定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第４０号 砂川市北吉野コミュニティセンターの指定管理者の指定に

ついてご説明申し上げます。

地方自治法第２４４条の２第６項及び砂川市北吉野コミュニティセンター条例第６条の

規定に基づき、指定管理者を下記のとおり指定したいので、議会の議決を求めるものであ

ります。

１、管理を行わせる施設の名称及び所在地は、砂川市北吉野コミュニティセンターであ

り、所在地は、砂川市北吉野町２９９番地２であります。

２、指定管理者の名称は、砂川市北吉野コミュニティセンター運営委員会であります。

３、管理を行わせる期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までであり

ます。

指定の理由でありますが、砂川市北吉野コミュニティセンターにつきましては、砂川市

北吉野コミュニティセンター運営委員会が指定管理者として管理運営体制が維持されてお

り、地域住民の自主活動の活発化に寄与することから、その実績により継続して当該委員

会を指定しようとするものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 建設部長。

〇建設部長 湯浅克己君 （登壇） 私から建設部所管の各議案につきまして順次ご説明

を申し上げます。

初めに、議案第３２号 砂川市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定についてご

説明を申し上げます。

改正の理由は、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであり

ます。

それでは、次のページをお開きいただきたいと存じます。砂川市営住宅管理条例の一部

を改正する条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第３２号附属説

明資料の新旧対照表によりご説明を申し上げます。

第４条は、入居者の募集の定めであり、第２項第３号中「その他の」を「その他」に改

めるものであります。

第６条は、入居者の資格の定めであり、第１号の前の読点を削り、第２号イ中「その他

の」を「その他」に改めるものであります。

第１０条は、入居補欠者の定めであり、第１項及び第２項中「順位」を「入居順位」に

改めるものであります。

第１２条は、住宅入居の手続の定めであり、第１項及び第４項中「手続き」を「手続」
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に改め、第５号中「第１項の手続き」を「第１項に規定する手続」に改めるものでありま

す。

第２１条は、入居者の負担する費用の定めであり、第４号中「市長において」を「その

他市長が」に、「認めたもの」を「認めた」に改めるものであります。

第２４条は、収入超過者に関する認定の定めであり、第２項前段中「意見を」の前に読

点を加え、同項後段中「理由」を「正当な理由」に改めるものであります。

第３８条は、市営住宅の明け渡し請求の定めであり、第１項中「対し、」の次に「期限

を定めて」を加え、同項第７号中「満了した」を「満了する」に改めるものであります。

第４０条は、入居者資格等の定めであり、第２項中「べきもの」を「べき者」に改め、

同項第１号中「同様の状態」を「同様の事情」に改め、同項第２号イ中「その他の」を

「その他」に改めるものであります。

第４８条は、使用料等の定めであり、第１項中「の使用料を支払わなければならない」

を「とする」に改めるものであります。

第５６条は、準用の定めであり、後段中「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律

施行規則第２８条」を「第５４条」に改めるものであります。

第５７条は、使用許可の定めであり、「市長の許可を得なければ」の前に読点を加える

ものであります。

第５８条は、使用者の資格の定めであり、第１号中「）及び」を「以下この章において

同じ。）若しくは」に改めるものであります。

第６８条は、警察署長の意見の聴取の定めであり、第１項中「当該各号」の前に読点を

加え、「警察署長」を「市の区域を管轄する警察署長（以下「警察署長」という。）」に

改めるものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３３号 砂川市移住定住促進住宅管理条例の一部を改正する条例の

制定についてご説明を申し上げます。

改正の理由は、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しようとするものであり

ます。

それでは、次のページをお開きいただきたいと存じます。砂川市移住定住促進住宅管理

条例の一部を改正する条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第３

３号附属説明資料の新旧対照表によりご説明を申し上げます。

第２条は、定義の定めであり、「次」を「次の各号」に改めるものであります。

第５条は、入居者の資格の定めであり、「次」を「次の各号」に改めるものであります。

第８条は、入居補欠者の定めであり、第１項中「順位」を「入居順位」に改めるもので

あります。
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第１５条は、入居者の負担する費用の定めであり、本文中「の各号」を削るものであり

ます。

第１７条は、禁止事項等の定めであり、第２項ただし書き及び第３項ただし書き中「得

た」を「受けた」に改め、第４項中「得ず」を「受けず」に改めるものであります。

第１８条は、駐車場の使用の定めであり、第２項中「得なければ」を「受けなければ」

に改め、第３項中「得た」を「受けた」に改め、「の各号」を削るものであります。

第２０条は、駐車場使用許可の取り消し等の定めであり、「次」を「次の各号」に改め、

第１号中「得た」を「受けた」に改めるものであります。

第２１条は、移住定住促進住宅の検査の定めであり、第２項中「得て」を「受けて」に

改めるものであります。

第２４条は、警察署長の意見の聴取の定めであり、第１項中「次」を「次の各号」に、

「警察署長」を「市の区域を管轄する警察署長（以下「警察署長」という。）」に改める

ものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第３４号 砂川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

ご説明を申し上げます。

改正の理由は、都市公園法施行令の一部が改正されたことに伴い、都市公園に設ける運

動施設の設置基準を定めるとともに、条文の適正化を図るため、本条例の一部を改正しよ

うとするものであります。

それでは、次のページをお開きいただきたいと存じます。砂川市都市公園条例の一部を

改正する条例でありますが、改正内容につきましては、３ページ、議案第３４号附属説明

資料の新旧対照表によりご説明を申し上げます。

第１条は、目的の定めであり、「砂川市都市公園」の前に読点を加え、「つき」をつい

て」に改めるものであります。

第２条の２は、公園の配置及び規模に関する技術的基準の定めであり、第１号中「災害

の避難」を「防火、避難等災害の防止」に改めるものであります。

第２条の３は、公園施設の設置基準の定めであり、本文中「公園敷地面積」を「公園の

敷地面積」に改め、ただし書き中「昭和３１年政令第２９０号」の次に「。以下「令」と

いう。）」を加え、第２項として「令第８条第１項の規定により条例で定める公園の敷地

面積に対する公園内に設けられる運動施設の敷地面積の割合は、１００分の５０とす

る。」を加えるものであります。

第３条は、行為の制限の定めであり、第１項中「法第６条第１項の規定により占用の許

可を必要とする場合を除き」を削り、「次に掲げる」の前に読点を加え、同項第１号及び

第４号中「、その他これ」を「その他これら」に改め、第２項第１号中「営業並びに」を
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削り、第４項中「限って第１項」を「限り同項」に改めるものであります。

第５条は、行為の禁止の定めであり、本文中「公園内で」を「公園において、」に改め、

ただし書き中「条例第３条第１項」を「第３条第１項」に改め、第１号及び第２号中「又

は」の前に読点を加え、第５号中「立入ること」を「立ち入ること。」に改め、第６号を

「指定した場所以外の場所に車両を乗り入れること。」に改め、第７号中「市長」の前に

読点を加えるものであります。

第９条は、使用料の定めであり、「法第６条第１項、同条」を「法第６条第１項若しく

は」に、「条例第３条第１項若しくは同条」を「第３条第１項若しくは」に改め、「別表

第２」の前に読点を加えるものであります。

第１３条は、監督処分の定めであり、第１項中「よって与えた」を「よる」に、「取消

し」を「取り消し」に、「原状復旧」を「原状回復」に改め、同項第３号中「その他」の

前の読点を削るものであります。

第１３条の５は、保管した工作物等を売却する場合の手続の定め、第１３条の６は、工

作物等を返還する場合の手続の定めであり、見出し中「手続き」を「手続」に改めるもの

であります。

第１８条、第１９条は、過料の定めであり、第１８条中「過料を科する」を「過料に処

する」に改め、第１９条中「その他」の前の読点を削り、「免かれた」を「免れた」に改

めるものであります。

附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第４２号 市道路線の認定についてご説明を申し上げます。

市道路線の認定につきましては、路線名は文珠砂川線北通りで、起点の道道文珠砂川線

から終点の道道文珠砂川線までを認定するもので、路線の延長は４５５．７１メートルで

あります。これは、北海道が実施する道道文珠砂川線改築工事において、交通安全対策と

してカーブの緩やかな新設道路が本年秋ごろに完成予定であることから、旧道となる現在

の道道区間について北海道との協議により、住宅等もあり、生活道路としての確保が必要

なことから市へ移管することとなりましたので、市道認定を行うものであります。

附属説明資料といたしまして認定路線の図面を添付しておりますので、ご高覧の上、よ

ろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 議案第７号の提案説明は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 １時３３分

再開 午後 １時４３分

〇議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

議案第７号の提案者の説明を求めます。
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総務部長。

〇総務部長 熊崎一弘君 （登壇） 議案第７号 平成３０年度砂川市一般会計予算につ

いてご説明を申し上げます。

最初に、予算書の１ページをお開きいただきたいと存じます。第１条は、歳入歳出予算

であります。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１７億７，５００万円と定める

ものであります。この予算は、平成２９年度当初予算と比較いたしますと３億５，０００

万円の減となり、対前年比で２．９％の減となったところであります。

第２条は、継続費であります。８ページ、第２表、継続費に記載のとおり、２款総務費、

１項総務管理費の庁舎建設基本設計・実施設計委託９，５６６万７，０００円について、

平成２９年度、平成３０年度、平成３１年度の３カ年の継続事業として総額及び年割額を

定めるものであります。

第３条は、債務負担行為であります。９ページ、第３表、債務負担行為に記載のとおり、

生活保護システム機器借り上げについて期間を平成３０年度から平成３４年度まで、限度

額を１，８１８万９，０００円、ごみ収集運搬委託について期間を平成３０年度から平成

３７年度まで、限度額を９億１，４９７万９，０００円、し尿収集運搬委託について期間

を平成３０年度から平成３５年度まで、限度額を１億１，６８２万円と定めるものであり

ます。

第４条は、地方債であります。１０ページ、第４表、地方債に記載のとおり、公共事業

等債以下６件について限度額の合計を１１億８，２１０万円と定めるものであります。

第５条は、一時借入金であります。一時借入金の借り入れの最高額を３０億円と定める

ものであります。

第６条は、歳出予算の流用であります。同一款内で各項の間の経費の金額を流用するこ

とができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合と定めるものであります。

それでは、内容の説明を申し上げますが、市政執行方針の３２ページに平成３０年度予

算大綱説明資料を添付しておりますので、これに沿って説明してまいります。

歳出のほうから説明いたしますので、３６ページをお開きいただきたいと存じます。予

算書におきまして事業ごとに説明をしておりますので、説明資料につきましても同様な表

示としたところであります。説明資料につきましては、予算書のページを記載しておりま

すが、ページにつきましては省略して説明をさせていただきます。また、各項目の頭に付

してある一つ丸は継続事業であり、二重丸及びアンダーラインを付してあるのは新規事業

あるいは臨時事業であります。なお、括弧内の数字は前年度予算額であります。それでは、

二重丸及びアンダーラインの事業を中心に説明をしてまいります。

１款議会費は１億１７４万円で、前年度と比較して３０万９，０００円の増となります。

２款総務費は４億９，５８７万７，０００円で、前年度と比較して３，８３９万９，０
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００円の増となりますが、主な要因につきましては、ふるさと応援寄附金に要する経費で

４，７５９万４，０００円の減、情報化推進に要する経費で情報系のパソコン更新事業１，

７０６万７，０００円の増、電算管理に要する経費で電算システム更新事業１，８７５万

５，０００円の増、庁舎建設事業で基本設計・実施設計委託等で７，２３８万２，０００

円の増などによるものであります。

以下、新規事業や増減の主なものを申し上げます。１目一般管理費の二重丸、市史編さ

んに要する経費７６６万６，０００円は、平成２年度に「私たちの砂川市史」を発刊以来

既に２７年が経過していることから、平成元年度以降の出来事を取りまとめ、市史として

編さんすることで、長く後世に継承していくために編さん事業を委託するもので、債務負

担行為２年目事業として委託する経費及び市史編さん委員会委員の委員報酬その他の経費

であります。同じく二重丸、市制施行６０周年記念事業に要する経費１７１万３，０００

円は、平成３０年度は市制施行６０周年の年であることから、市民とともに祝い、砂川市

の市政発展を祈念するため、式典等を実施するものであります。

２目文書広報費の一つ丸、広報業務に要する経費で地上デジタル放送自治体情報提供サ

ービス使用料５１万９，０００円は、平成３０年度から北海道文化放送が開始する地上デ

ジタルテレビのデータ放送を利用した自治体情報提供サービスを活用し、災害時の情報提

供などの緊急情報に加え、ふだんより市からの情報提供を行うものであります。

５目財産管理費の一つ丸、財産管理に要する経費で旧豊沼中学校体育館等解体工事費２，

７２３万９，０００円は、旧豊沼中学校の解体については平成２８年度にブロック校舎、

平成２９年度に鉄筋コンクリート校舎と計画的に行っており、残っている体育館、旧教員

住宅の解体を行うものであります。同じく一つ丸、公用車の管理に要する経費で車両購入

費３２４万４，０００円は、スポーツ振興課で行う屋外体育施設の維持管理業務やイベン

ト時の備品搬送のため、軽トラックを購入するものであります。また、農政課で実施して

いる有害鳥獣駆除業務の野生動物搬送及び捕獲した大型動物の荷台への積み込み作業補助

のため、ウインチを装備した軽トラックを購入するものであります。

６目企画費の二重丸、北海道日本ハムファイターズ応援大使に要する経費２１０万１，

０００円は、北海道日本ハムファイターズの近藤健介選手、石井裕也選手が砂川市の応援

大使に就任したことから、応援大使関連グッズを製作し、市内イベントで配布するほか、

商業街路に設置用ＰＲバナーを作成するなど、集客や観光ＰＲにつながる応援大使を活用

した事業を行うものです。

８目交通安全推進費の一つ丸、交通安全推進に要する経費で交通安全施設等整備委託料

１６２万８，０００円は、市内に設置されているカーブミラーのうち、さびや老朽化等に

より更新の必要がある３３基を３年計画で整備するものであり、平成３０年度は１１基を

整備する経費であります。

１１目情報化推進費の一つ丸、情報化推進に要する経費で電子申請サービス利用料１０
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６万８，０００円は、国が整備したオンラインサービス、マイナポータルの電子申請機能、

子育てワンストップサービスを利用するための環境を整えるものであります。同じく機器

廃棄処理委託料２５万１，０００円及び備品購入費１，７０６万７，０００円は、セキュ

リティー上の安全性を確保するため、ＯＳの保守サポート終了期限が近づいている情報系

のパソコンの端末機器を更新するもの及び新たな機器の導入に伴う旧機器の廃棄処理をす

る経費であります。同じく電線共同溝建設負担金１１万円は、国道１２号無電柱化工事に

伴い、現在市が所有している光ケーブルを共同溝内に埋設するため、当該事業の今年度工

事に対し負担を求められる電線共同溝建設負担金であります。

１２目電算管理費の一つ丸、電算管理に要する経費で電算管理業務委託料６２７万３，

０００円は、システム部門の体制強化のため、システムエンジニアの配置を委託するもの

であります。同じく番号制度システム整備委託料１１４万７，０００円は、マイナンバー

法による情報連携のため、特定個人情報データ標準レイアウトの改修に伴う委託料であり

ます。同じく一つ丸、公会計システムに要する経費で保守点検等委託料２２３万６，００

０円は、統一的な基準による財務書類の作成と財政分析を行うために公会計システムを導

入したところでありますが、システム活用の支援業務及びシステムの保守業務を行う保守

点検等委託料であります。

１５目庁舎建設事業費の二重丸、庁舎建設事業費７，２３８万２，０００円は、平成３

１年度からの建設工事着手に向けた基本設計、実施設計を行うものであり、設計業務は平

成２９年度から平成３１年度までの継続事業であり、２年度目の業務として基本設計と実

施設計の業務に係る経費であります。

１目戸籍住民基本台帳費の一つ丸、戸籍住民基本台帳に要する経費で戸籍システム更新

委託料１５５万３，０００円は、中空知５市５町で構築している戸籍総合管理システムに

ついては、機器の標準更新期間の到来によりシステム更新を行うため、各自治体設置用機

器の導入経費であります。同じく一つ丸、住民基本台帳ネットワークシステム管理に要す

る経費でシステム改修委託料６４万８，０００円は、住民基本台帳ネットワークシステム

において旧姓併記に対応するため、平成２９年度から２年かけて改修するもので、平成３

０年度分の改修費であります。同じく備品購入費４６９万８，０００円は、住民基本台帳

ネットワークシステムで使用している機器について、標準更新期間の到来により更新する

ため、ＣＳサーバー等一式の購入費用であります。

３款民生費は２０億７００万５，０００円で、前年度と比較して１億３，２０１万７，

０００円の減となりますが、主な要因につきましては、知的障害者福祉費の自立支援給付

費の２，９５３万５，０００円の増、身体障害者自立支援医療費の１，４０５万３，００

０円の減、地域密着型特別養護老人ホーム建設費補助金２億円の減、障害児施設給付費１，

６５７万６，０００円の増、生活保護費１，６０３万５，０００円の増によるものであり

ます。
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１目社会福祉総務費の二重丸、福祉医療システムに要する経費３４６万５，０００円は、

システム改修委託料で、北海道医療給付事業に係るレセプトの併用可が廃止されることか

ら、それに対応するため、受給者データのレイアウト変更に係るシステム改修が必要とな

るものであります。

２目障害者福祉総務費の一つ丸、障害者福祉システムに要する経費で備品購入費３０万

３，０００円は、ＯＳの保守サポート終了期限が近づいている高齢者台帳システム用パソ

コンを更新する経費であります。

６目老人福祉費の一つ丸、在宅老人対策に要する経費で備品購入費６０万６，０００円

は、ＯＳの保守サポート終了期限が近づいている高齢者台帳システム用パソコンを更新す

る経費であります。

７目国民年金費の一つ丸、国民年金事務に要する経費でシステム改修委託料１５１万円

は、国民年金の各種届け出書の電子媒体化及び様式の統一化に係る経費であります。

３目子ども発達支援費の二重丸、発達支援に要する経費１６万４，０００円は、障害児

対策に要する経費から細目を移したものであります。

４目子育て支援費の二重丸、子ども・子育て支援事業計画策定に要する経費２８５万７，

０００円は、子ども・子育て支援法に基づき子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、

市内に在住する小学生以下の子供を有する世帯に対し、教育、保育や子ども・子育て支援

事業の利用状況及びニーズ量の把握のための調査を行うものであります。同じく二重丸、

すこやか子育て応援事業に要する経費１，１８０万７，０００円は、ゼロ歳児の保護者に

対し、市内指定店で利用できる月額４，０００円分のおむつ等のクーポン券を支給する乳

児おむつ無料クーポン券支給事業５４２万６，０００円及び小学生以下の子供のいる世帯

に対し、北海道子どもの国ふしぎの森で利用できる無料クーポン券を１世帯当たり１０枚

支給するふしぎの森利用料無料クーポン券支給事業４８９万９，０００円などの事業によ

り子育て世帯を応援するものであります。同じく二重丸、幼稚園運営支援に要する経費５，

１８３万６，０００円は、施設型給付を受ける私立幼稚園に対する施設型給付費負担金な

どであります。

５目保育所費の一つ丸、保育所の運営管理に要する経費で空知太保育所屋上防水・外壁

等改修工事費１，９２２万４，０００円は、昭和５７年に建設された空知太保育所は雨漏

りと老朽化が見られることから、屋上防水、外壁の大規模改修を含め、経年劣化し破損し

た設備の改修、交換等を行うものであります。

１目生活保護総務費の一つ丸、生活保護事務に要する経費でシステム機器借り上げ料

（債務負担初年次分）４７６万１，０００円及び備品購入費１１万６，０００円は、現行

生活保護システムのサポート期間が切れることから、現行システムを更新し、新たなシス

テムを導入するための経費及びプリンターを購入する経費であります。

次に、３７ページ、４款衛生費は７億８，７７９万８，０００円で、前年度と比較して
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１億８，４５１万８，０００円の増となりますが、主な要因につきましては、合同墓造成

工事費９４５万円の増、砂川地区保健衛生組合負担金１億３，２３２万７，０００円の増、

中・北空知廃棄物処理広域連合負担金１，６８９万６，０００円の増、ごみ収集運搬委託

料２，３６０万７，０００円の増によるものであります。

１目保健衛生費の一つ丸、保健衛生対策に要する経費で健康管理システム改修等委託料

１６１万４，０００円は、健康管理システムについて地域保健、健康増進に関する報告事

項の改正や特定健康診査健診項目等の変更に伴う改修が必要となったものであります。

２目予防費の一つ丸、健康教育に要する経費で講師謝礼４万円は、生活習慣病予防のた

めの食生活改善普及活動や、子供たちや若い親世代への食育の推進など、食生活を中心と

した健康づくりの案内役となる食生活改善推進員を養成するための第７期食生活改善推進

員養成講座開催経費であります。

３目母子保健費の二重丸、陣痛タクシーに要する経費で６万円は、安心して出産できる

環境整備に向け、陣痛タクシーの利用を促進するため、利用料を助成するものであります。

４目環境衛生費の一つ丸、墓地管理に要する経費でシステム改修委託料８８万８，００

０円は、北吉野墓地の使用者等を管理している墓地管理システムの新元号への対応等に伴

い、システムの改修を行うものであります。同じく合同墓造成工事費９４５万円は、少子

高齢化や核家族化など社会構造の変化により、親族による墓の維持管理や継承または経済

的な理由から建立が困難となるなど、墓に対する不安や悩みを持つ方が多くなってきてい

ることから、北吉野墓地内に１，５００体収容できる合同墓を建立するものであります。

１目ごみ処理費の一つ丸、ごみ収集処理に要する経費で収集運搬委託料（債務負担初年

次分）９，８０３万４，０００円は、ごみの収集運搬業務に当たり、車両の購入などの設

備投資が必要となるため、平成３０年７月１日から７年間の契約を債務負担行為により行

うこととしたものであり、初年次分の委託料であります。

２目し尿処理費の一つ丸、し尿収集処理に要する経費で収集運搬委託料（債務負担初年

次分）１，７５２万３，０００円は、し尿の収集運搬業務に当たり、車両の購入などの設

備投資が必要となるため、平成３０年７月１日から５年間の契約を債務負担行為により行

うこととしたものであり、初年次分の委託料であります。

５款労働費は１，１３７万３，０００円で、前年度と比較して４９０万３，０００円の

減となります。主な要因は、若年者就労支援事業に要する経費４５３万円の減であります。

１目労働諸費の二重丸、若年者就労支援事業に要する経費７１万２，０００円は、市内

企業の問題点を明らかにし、解決する手法を学び、企業のワークライフバランスの推進や

市内企業の魅力発信を行うとともに、若者のキャリアデザインを推進することで地元での

雇用創出を図るための講師謝礼、企業見学のためのバス借り上げ料などの経費であります。

６款農林費は８，５９２万７，０００円で、前年度と比較して９７万６，０００円の増

となります。主な要因は、地域おこし協力隊に要する経費で２８８万３，０００円の増で
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あります。

２目農業振興費の一つ丸、農業振興事業に要する経費でスマート農業推進補助金１０万

７，０００円は、農作業の省力化及び農作物の高品質化対策として、民間企業より寄贈を

受けた水田の水位、水温、気温等を自動的に計測する水田センサーを農業団体へ寄贈し、

スマートフォンにデータを送信する通信に係る経費の一部を補助することによりスマート

農業に関する関心を高めるものであります。同じく一つ丸、鳥獣被害対策に要する経費で

備品購入費５万４，０００円は、ヒグマを駆除するための箱わな設置の必要性を判断する

ため、出没情報等があった場所に監視カメラを設置するための備品購入費であります。同

じく二重丸、新規就農育成支援事業に要する経費６９５万１，０００円は、担い手確保対

策として地方相談会への参加や農業体験事業の実施により新規就農へのきっかけづくりを

行うことのほか、就農初期段階の青年就農者に対し、農業次世代人材投資事業補助金とし

て新規就農者の経営安定のために補助するものであります。同じく二重丸、地域おこし協

力隊に要する経費２８８万３，０００円は、地域おこし協力隊制度を活用し、農業の担い

手不足を解消するため、３年間の地域協力活動により就農、定住、定着を図るため、地域

外の人材を受け入れるものであります。

３目農業基盤整備事業費の一つ丸、農業農村整備に要する経費で道営砂川地区農村地域

防災減災事業負担金２４０万円は、道が実施主体として行う農村地域防災減災事業により、

平成２３年度の豪雪により被災し不要となった豊沼奈江川にかかる農業用水管渠を撤去す

るための費用の一部を負担するものであります。

７款商工費は１億３，９６８万１，０００円で、前年度と比較して４，６４８万２，０

００円の減となります。主な要因は、地域おこし協力隊に要する経費４９３万２，０００

円の減、イベント用物品倉庫建設事業費３，６０６万７，０００円の減、オートスポーツ

ランド改善事業に要する経費９５７万６，０００円の減によるものであります。

１目商工振興費の一つ丸、商工業振興対策に要する経費でプレミアム商品券発行事業補

助金４００万円は、市内における消費の喚起と地域経済の活性化を図るため、１セット１

万円につき２，０００円のプレミアムとし、２，０００セット発行する商工会議所が実施

するプレミアム商品券発行事業に対し補助するものであり、商店会連合会商品券発行事業

補助金２６０万円は、砂川商店会連合会の主催事業である夏のトリプルチャンス抽選会、

ウインターチャンスセールにおいて発行する商品券の経費及び商店会ゼミナール実施に係

る経費を補助するものであり、今年度について６０万円増額するものであり、商業街路灯

無電柱化工事費補助金３５９万７，０００円は、国道１２号の共同溝工事に伴い、今年度

工事対象区間にある各商店会が管理する商業街路灯７基への電線を地中から引く工事を各

商店会が実施することとなったため、その工事費用を対象商店会へ全額補助するものであ

ります。同じく二重丸、スイートロード事業補助金４６万１，０００円は、スイートロー

ド協議会が実施するソフト事業に対し経費の一部を補助するものであります。同じく一つ
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丸、まちなか集客施設の運営管理に要する経費で共済費１万１，０００円、賃金１１６万

１，０００円は、まちなか集客施設ＳｕＢＡＣｏにおける運営管理に関する業務補助とし

て臨時職員を雇用する経費であります。

２目企業誘致費の二重丸、東京砂川会に要する経費５５万８，０００円は、隔年で開催

する総会の開催経費であります。

３目観光費の二重丸、ふるさと名物を活用した観光振興事業に要する経費１，１２０万

４，０００円は、官民共同で砂川の魅力再発見や地域課題の分析調査を行い、効果的なプ

ロモーションを実施し、砂川スイーツのブランド力向上を図るとともに、観光客の受け入

れ体制の整備や農商工業の強みを生かしたブランドづくりなど総合的に推進する事業を行

うものであり、講師謝礼、旅行雑誌への広告料、電動アシスト自転車の購入費、滝川砂川

着地型観光推進協議会負担金ほかインバウンド受入協議会への補助金その他の経費であり

ます。

４目活性化プラザ費の一つ丸、活性化プラザの管理に要する経費で備品購入費３００万

円は、現在冬期間のみ実施している子供の遊具広場を、年間を通じて幼児用遊具を整備す

ることで年間を通した子供の遊び場を確保し、施設の利活用の促進、にぎわい創出、さら

には子育て支援の充実につなげるため、遊び場内遊具を購入する経費であります。

次に、３８ページ、８款土木費は１３億３，３９６万８，０００円で、前年度と比較し

て９，７２４万４，０００円の増となりますが、主な要因につきましては、道路橋梁の修

繕工事費４，３９１万７，０００円の減、道路橋梁新設改良事業費６，５９４万７，００

０円の増、旧オアシスゴルフ場原状回復工事費８００万円の増、市営住宅の長寿命化改善

工事などの工事費５，５９４万３，０００円の増によるものであります。

１目土木総務費の一つ丸、土木事務に要する経費で備品購入費１１３万１，０００円は、

図面のデジタル化を図るため、インクジェット大判プリンターを購入するものであり、無

電柱化を推進する市区町村長の会負担金３，０００円は、地域の無電柱化を後押しするた

め、平成２７年度に発足し、積極的に政府や民間などとの連携協力を図り、無電柱化の推

進を目的とする市区町村長の会で平成３０年度から負担金を徴収するとなったことから、

負担するものであります。

２目道路橋梁維持費の一つ丸、道路橋梁の維持に要する経費で管理業務員報酬２３４万

４，０００円は、車両センターの大型重機等の整備管理及び道路の維持管理、除雪業務を

行うための管理業務員を雇用するものであります。同じく二重丸、道路橋梁の修繕工事費

６，２８１万５，０００円は、２路線の排水修繕工事、跨線橋の舗装修繕工事、１橋の橋

梁修繕工事及び工事に向けた１橋の調査委託であります。

３目道路橋梁新設改良費の二重丸、道路橋梁新設改良事業費４億１，７６４万３，００

０円は、記載のとおり、改良舗装等工事１１路線、舗装工事１路線、３路線に係る委託料

に加え、街路灯設置工事としてＬＥＤ化を図るもので、車両通行の安全を確保するため、
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交差点などに２基の設置及び７基５灯を更新する工事費であります。

１目河川費の二重丸、護岸改修事業費１，３５０万円は、融雪及び大雨による増水によ

って護岸が崩れた南５号川及び樋口川の護岸改修工事費であります。

１目都市計画総務費の二重丸、ＪＲ砂川駅設備改善事業に要する経費６万円は、高齢者、

障害者などを初めとする市民が安全かつ快適に移動できるように、ＪＲ砂川駅のエレベー

ターの設置や上りプラットホームの待ち合い環境改善に向け、引き続きＪＲと協議するた

めの旅費であります。

２目公園管理費の一つ丸、公園の維持管理に要する経費で公園施設長寿命化遊具修繕工

事費１１８万８，０００円は、公園長寿命化計画に基づき、安全・安心な公園を保つため、

南吉野公園、晴見公園の遊具修繕を行うものであり、備品購入費６４万８，０００円は、

石狩川河川敷サッカー場の維持管理のための乗用式芝刈り機を購入するものであります。

同じく二重丸、砂川緑地の復旧に要する経費２，８００万円は、オアシスゴルフ場の閉鎖

に伴い、占用している河川緑地を国へ返地するため、占用施設を撤去し、原形復旧を行う

ものであります。

１目市営住宅管理費の一つ丸、市営住宅の管理に要する経費で工事請負費１億７，０３

１万５，０００円は、長寿命化等を図る北光団地屋根・外壁改善工事、宮川西団地屋根・

外壁塗装改修工事、東町団地物置屋根改修工事、住み替えに伴い空き住棟を解体する宮川

・豊栄団地解体工事を行うものであります。備品購入費２１万４，０００円は、三砂ふれ

あい団地に設置されている消火器について、製造後１０年を経過したものの取りかえを行

うものであります。同じく一つ丸、改良住宅の管理に要する経費で工事請負費４，４２０

万９，０００円は、老朽化が進んでいる非常用照明を順次ＬＥＤ灯に改修する非常用照明

ＬＥＤ化工事及び宮川中央団地集会所南側広場の整備として宮川中央団地公園環境整備工

事を行うものであります。

２目住宅管理費の二重丸、ハートフル住まいる推進事業に要する経費４，４３０万円は、

砂川市住生活基本計画に基づくハートフル住まいるプロジェクトの各補助金について、所

得要件の撤廃、子育て支援補助金及び新規移住祝い金を住み替え支援事業に移行するなど

見直しを図るとともに、高齢者等安心住まいる住宅改修補助金では対象工事の拡充、永く

住まいる住宅改修補助金では新たに危険な擁壁の改修を対象に加え、老朽住宅除却費補助

金では除却の促進を図るため、新耐震基準の建物も対象とするほか、建築年、構造などに

より細分化した補助率の見直し、住宅用太陽光発電システム導入費補助金では対象費用及

び上限額の拡充など制度の充実を図り実施するものであります。同じく二重丸、住み替え

支援事業に要する経費１，２８６万３，０００円は、住み替え支援プロジェクトとして高

齢者等世帯と子育て世帯等の住宅規模のミスマッチの解消に寄与するため、住み替え支援

協議会の空き家物件情報の登録に結びつけ、利活用と住み替えの促進を図る登録物件促進

補助金、子育て支援や若年夫婦の住み替えを支援する同居近居促進補助金などの新たな補
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助制度を実施するものであります。

９款消防費は３億７，８６２万５，０００円で、前年度と比較して１，５０８万７，０

００円の減となりますが、主な要因につきましては、砂川市広域消防組合負担金の１，９

１３万７，０００円の減によるものであります。

２目災害対策費の一つ丸、災害対策に要する経費で排水用水中ポンプつり下げ装置設置

工事費１０９万８，０００円は、樋門に水中ポンプを迅速かつ安定して設置できるようつ

り下げ装置の設置を行うものであり、備蓄品購入費５６万４，０００円は、非常用備蓄食

料品を更新するものであります。また、備品購入費１，４５５万７，０００円は、大雨に

より川の水位情報に伴い、樋門を閉鎖した際の内水氾濫被害の軽減を図るため、排水用水

中ポンプ、発電機及びその他備品を購入するものであります。

次に、３９ページ、１０款教育費は５億８，４０３万３，０００円で、前年度と比較し

て５億２６０万６，０００円の減となりますが、主な要因につきましては、市営野球場改

修事業費４億９，８００万円の減、校務用パソコン及び教育用タブレットなどの小中学校

の備品購入費４，９１８万８，０００円の減、公民館ボイラー更新工事費１，４５４万４，

０００円の増、地域交流センターの運営管理に要する経費９４２万９，０００円の増によ

るものであります。

２目事務局費の一つ丸、教育関係団体に要する経費で北海道学校保健研究大会事業補助

金１５万円は、学校保健に携わる関係者が一堂に会し、児童生徒の心身の健康増進及び学

校保健活動の充実について研究、協議を行う大会が砂川市で実施することに伴う開催地負

担金であります。同じく一つ丸、砂川高校の支援に要する経費で生徒募集用広告印刷費７

万８，０００円、対話型学習プログラム授業補助金３０万円は、砂川高校の教育を活性化

し、魅力を高めることで進学希望者の増加を促し、間口確保につなげる対策として支援を

拡充して実施するものであります。

１目小学校管理費の一つ丸、学校の管理に要する経費で校舎内床ワックス塗布委託料６

１万２，０００円は、児童のけが防止と床の延命化を図るため、北光小学校の体育館、廊

下について実施する委託料であります。工事請負費２，７０４万３，０００円は、老朽化

が進んでいる砂川小学校の遊具設置工事、老朽化により交換が必要な砂川小学校ダムウェ

ーター改修工事、老朽化により雑音や音声が途切れるなどふぐあいのある中央小学校電話

システム改修工事、カーペットが設置されてから２５年以上経過し、破損やカビ臭気の悪

化が顕著である中央、空知太、北光の各小学校の音楽室床改修工事、老朽化によりふぐあ

いが生じている放送設備を改修する中央小学校放送設備改修工事、中央小学校トイレ洋式

化工事を行うもので、備品購入費２２９万円は、老朽化により更新する除雪機などを購入

する経費であります。

２目小学校教育振興費の一つ丸、特別支援教育に要する経費で生活支援員賃金１３１万

２，０００円は、食事摂取時など日常生活について全面的に介助が必要な児童のために特
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別支援学級生活支援員を配置するための費用であります。同じく二重丸、社会科副読本に

要する経費１４２万４，０００円は、小学校３年、４年生の社会科の授業において砂川市

の歴史等を学ぶために必要となる副読本「すながわ」を改訂する経費であります。同じく

二重丸、教師用教科書・指導書に要する経費８８万１，０００円は、平成３０年度から道

徳の教科化がスタートすることに伴い、教職員の指導方法の平準化を図り、各児童が均一

な学習を受けられるよう、教師用教科書と指導書の購入費であります。同じく二重丸、外

国青年招致事業に要する経費３２３万８，０００円は、小学校における外国語教育に関し、

新学習指導要領への移行期間である平成３０年度は第３、４学年で新たに外国語活動を導

入し、第５、６学年で授業時間数が増加することから、指導体制の充実等のため、外国語

指導助手を配置する経費であります。同じく二重丸、市費教員任用に要する経費６５４万

３，０００円は、北光小学校第５、６学年の児童数が合わせて１６人以下であり、本来で

あれば複式学級になるが、児童の負担等を考慮し、市独自で単式学級を維持していくため、

引き続き市の負担による教員を任用する経費及び第３、４学年については児童数が合わせ

て１６人以下の可能性があり、平成３０年度より複式学級の導入に向け、児童の学習をサ

ポートする支援員を配置する経費であります。

１目中学校管理費の一つ丸、学校の管理に要する経費で砂川中学校校舎及び体育館の屋

上防水改修工事費２，９６１万４，０００円は、劣化が進み、雨漏りが頻発しているため、

改修を行うものであります。

１目社会教育費の一つ丸、文化財保護に要する経費で指定文化財補助金３１万１，００

０円は、砂川市指定文化財である街頭もちつきの伝承のため、その保持団体に対し臼購入

費及び記念誌発行に係る経費の一部を補助するものであります。同じく一つ丸、芸術文化

事業に要する経費で地域の文化・芸術活動事業補助金２６０万円は、文化、芸術の振興に

より創造性豊かな地域づくりの推進のため、ＮＰＯ法人ゆうが実施する市民参加型音楽劇

創作プログラム事業及び地域に根差したキッズジャズスクールのさらなるレベル向上、発

展を支援する札幌砂川幕別音楽ネットワーク事業へ補助するものであります。同じく一つ

丸、青少年健全育成事業に要する経費で講師謝礼１万２，０００円は、小学校の次期学習

指導要領で導入が予定されているプログラミングの授業について、小学校での導入に先駆

けて体験教室事業を実施するための講師謝礼であります。同じく一つ丸、放課後子ども教

室推進事業に要する経費で賃金６７万２，０００円は、北光小学校において新たに放課後

学校が開設され、放課後子ども教室事業が拡充することに伴い、その事務補助として必要

となる臨時職員の賃金であります。同じく一つ丸、地域交流センターの運営管理に要する

経費で備品購入費４９万２，０００円は、ふぐあいが発生しているデジタルカメラ、デジ

タルビデオカメラなどを購入するものであります。

２目公民館費の一つ丸、公民館の管理に要する経費で業務員報酬６２３万７，０００円

及び賃金１５６万２，０００円は、公民館施設の管理及び運営を直営で行うことから必要
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な職員を配置する経費であり、非常用発電機定期点検委託料２９万４，０００円は、隔年

で定期点検が推奨されていることから定期点検を実施するものであり、ボイラー更新工事

費１，４５４万４，０００円は、老朽化が進行し、ふぐあいが多数発生していることから

温水ボイラーを更新する経費であり、備品購入費３０万７，０００円は、第２実習室のガ

スコンロや司会者台などを購入する費用であります。同じく一つ丸、郷土資料室の運営管

理に要する経費でデジタルデータ化委託料２７万６，０００円は、郷土資料室等で保存収

集している映像や音声資料のうち、郷土資料として後世に残すべき資料をデジタル化する

費用であり、備品購入費２３万２，０００円は、映像上映用の備品を購入するものであり

ます。

３目図書館費の一つ丸、図書館の運営管理に要する経費で保守点検等委託料１４５万６，

０００円は、図書館管理システムの保守点検とクラウドサービス利用料であり、図書館管

理システム等購入費４９１万１，０００円は、インターネットで予約が可能となるなどサ

ービス向上となることから、図書館の管理システムを導入するものであります。

１目市民スポーツ推進費の一つ丸、体育振興及び指導に要する経費で賃金７４２万４，

０００円は、管理及び運営を直営で行うことから必要な職員を配置する経費であり、北海

道日本ハムファイターズ野球教室指導謝礼３３万円は、市営野球場改修工事完成に伴う事

業として野球教室を実施するための費用であります。

２目体育施設費の一つ丸、総合体育館の管理に要する経費で管理員報酬４２４万８，０

００円、業務員報酬６２３万７，０００円、賃金１８２万３，０００円は、管理及び運営

を直営で行うことから必要な職員を配置する経費であります。同じく一つ丸、海洋センタ

ーの管理に要する経費で業務員報酬６２３万７，０００円、賃金１８２万３，０００円は、

管理及び運営を直営で行うことから必要な職員を配置する経費であり、備品購入費１２万

８，０００円は、艇庫開放用のライフジャケットの一部を更新するものであります。同じ

く一つ丸、市営野球場の管理に要する経費で光熱水費５２万円は、芝生管理用の水道料及

びスコアボード等の電気料であり、維持管理委託料３７６万４，０００円は、競技フィー

ルド内の芝生について確実な生育と良好な管理が必要なことから、専門知識を有する業者

に維持管理を委託する経費であり、備品購入費３９２万４，０００円は、市営野球場管理

用のスポーツトラクターの購入費用であります。

１目給食センター費の一つ丸、学校給食の実施に要する経費で工事請負費７６６万９，

０００円は、冷凍庫・冷蔵庫・冷風庫内冷却機改修工事は、老朽化により改修を行うもの

であり、調理室等改修工事は、下処理室の幅木部分の腐食により壁面内部が崩れ落ちかけ

ている箇所があり、修繕を行うものであり、キュービクル改修工事は、高圧ガス開閉器の

老朽化とフェンス扉の修繕のため改修工事を行うものであります。また、備品購入費１，

９９１万５，０００円は、駆動系部品の摩耗が著しい食缶洗浄機を更新するものでありま

す。
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次に、４０ページ、１１款公債費は１１億４，２８９万円で、前年度と比較して６，０

０２万７，０００円の減となります。

１２款諸支出金は３２億１，６５２万２，０００円で、前年度と比較して３，３５３万

４，０００円の増となります。増減については記載のとおりでありますが、３目病院会計

繰出金は３，０１０万７，０００円の増となりますが、地方交付税算定における病院事業

債の償還の増、過疎対策事業債の償還の増となるものの、看護学校分の減少などによる普

通交付税分の減、基礎年金拠出金分及び追加費用分の増などによる特別交付税分の増が主

な要因であります。

１３款職員費は１４億８，４５６万１，０００円で、前年度と比較して５，６１４万２，

０００円の増となります。

以上が歳出であります。

次に、歳入について申し上げますが、戻っていただきまして、３２ページをごらんいた

だきたいと存じます。主なもののみ説明してまいります。

１款市税は１９億９，８１８万５，０００円で、前年度と比較して１，２８０万９，０

００円の減となりますが、主な要因につきましては、個人市民税１，８７２万１，０００

円の増、固定資産税で評価替えなどにより１，６９２万６，０００円の減、市たばこ税で

１，２７９万５，０００円の減であります。

次に、３３ページ、１０款地方交付税は４６億３００万円で、前年度と比較して１，３

００万円の減となりますが、地方財政対策では前年度比３，２１３億円の減額が示されて

いるところでありますので、国で示された推計伸び率や起債償還額に昨年実績を加味し、

基準財政需要額は７２０万８，０００円の増額を見込みましたが、基準財政収入額は市税

は減額を見込むものの、地方消費税交付金や自動車取得税交付金では増額見込みとなるこ

とから２，０２０万８，０００円の増額を見込み、特別交付税と合わせて差し引きでは１，

３００万円の減を見込んだところであります。

次に、３４ページ、１４款国庫支出金は１１億５，３７４万９，０００円で、前年度と

比較して４，３０５万６，０００円の増となります。

１目民生費国庫負担金で知的障害者福祉費１，４７６万８，０００円の増は、自立支援

給付費の増によるものであり、生活保護費１，２０２万５，０００円の増は、医療扶助費

の増が主なものであります。

１目土木費国庫補助金で社会資本整備総合交付金事業費２，０５０万９，０００円の増

は、長寿命化型改善事業の増が主なものであります。

１５款道支出金５億１，９６６万７，０００円で、前年度と比較して１，７９５万２，

０００円の増となります。

１目民生費道負担金で知的障害者福祉費７３８万４，０００円の増は、自立支援給付費

の対象者の増によるものであります。
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２目民生費道補助金で児童福祉費５０４万円の増は、多子世帯保育料軽減支援事業によ

るものであります。

１８款繰入金は４億５０４万２，０００円で、前年度と比較して１，４７１万７，００

０円の増となりますが、主な要因につきましては、財政調整基金繰入金２００万円の減、

ふるさと納税などの寄附金を積み立てた基金から各事業に充当するまちづくり事業基金繰

入金１，０８７万円の減、社会福祉事業振興基金繰入金２，６９０万２，０００円の増で

あります。

次に、３５ページ、２０款諸収入は８億５，５９４万円で、前年度と比較して１億３３

２万２，０００円の減となりますが、主な要因につきましては、スポーツ振興くじ助成金

１億４００万円の減によるものであります。

２１款市債は１１億８，２１０万円で、前年度と比較して２億９，６３０万円の減とな

りますが、主な要因につきましては、１目土木債で公営住宅建設事業債１，８５０万円の

増、２目過疎対策事業債で廃棄物処理施設整備事業債２億３，７３０万円の増、市営野球

場整備事業債３億９，３９０万円の減、介護福祉施設整備事業債２億円の減、３目臨時財

政対策債で３，２００万円の減、５目公共施設等適正管理推進事業債３，８５０万円の増

によるものであります。

以上が歳入でありますが、予算書の２２０ページ以降には給与費明細書、継続費に関す

る調書、債務負担行為に関する調書、地方債に関する調書を添付しておりますので、ご高

覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 中村一久君 （登壇） それでは、私から議案第８号、議案第１０号、議案

第１１号についてご説明申し上げます。

初めに、議案第８号 平成３０年度砂川市国民健康保険特別会計予算についてご説明申

し上げます。

予算書の２３５ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ２３億１，７７０万７，０００円と定めるものであります。

第２条は、一時借入金であり、一時借入金の借り入れの最高額は、３億円と定めるもの

であります。

第３条は、歳出予算の流用であり、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費を各項の間で流用することができると定めるも

のであります。

初めに、平成３０年度から始まる国民健康保険の都道府県単位化について申し上げます。

本年４月から国民健康保険の財政運営が北海道へ移行することに伴い、これまで本市に係

る前期高齢者納付金等の拠出金について支出するとともに、歳入としてこれらに係る前期

高齢者交付金等を受けておりましたが、これらが北海道において行われることから、平成
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３０年度歳入歳出予算の総額は前年度予算額と比較して５億４，７１３万９，０００円の

減となったところであります。また、都道府県単位化により歳出の保険給付費につきまし

ては、北海道より保険給付費等交付金として交付され、急激な保険給付費の増加にも対応

できることから、安定した財政運営が図られるものであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。２６８ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で対前年比５０７万３，０００円の減は、一般管

理事務に要する経費のうち、都道府県単位化に係る電算システム改修委託料の皆減による

ものであります。なお、アンダーラインを付しております番号制度システム整備委託料４

３万１，０００円は、マイナンバー制度における国及び北海道等との情報連携に伴う改修

費用であり、国保情報集約システム負担金６６万３，０００円及び国保事業共同電算化に

要する経費のうち、事業状況報告システム負担金２４万２，０００円は、都道府県単位化

に伴い北海道国民健康保険団体連合会に対し追加された負担金であります。

２７４ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目一般被保険者療養給付費で

対前年比２，９００万円の増、２目退職被保険者等療養給付費で対前年比３，９９７万３，

０００円の減、３目一般被保険者療養費で対前年比２０万２，０００円の増、４目退職被

保険者等療養費で対前年比４万６，０００円の減、２７６ページでございます。２項１目

一般被保険者高額療養費で対前年比１，４６５万６，０００円の増及び２目退職被保険者

等高額療養費で対前年比５０４万３，０００円の減は、それぞれ平成２９年度の決算見込

み額と同額程度を見込み、さらに退職者医療保険制度の廃止に伴い、漸次退職被保険者が

一般被保険者に移行することを考慮したものであります。

２７８ページをお開き願います。５項１目葬祭費で対前年比６０万円の増は、都道府県

単位化により葬祭費の支給額が全道で統一されることに伴うものであります。

２８０ページをお開き願います。３款国民健康保険事業費納付金で４億２，６１５万５，

０００円は、都道府県単位化に伴い平成３０年度から新たに追加されたもので、保険給付

費に必要な費用を北海道が全道の各市町村の被保険者数、所得及び医療費等の状況に応じ

て案分し算出した金額を納付するものであります。

２８２ページをお開き願います。４款共同事業拠出金で対前年比５億４，７６２万８，

０００円の減は、都道府県単位化に伴う拠出金の減であり、今後は退職医療制度の対象者

を把握するための費用のみを計上するものであります。

２８４ページをお開き願います。５款保健事業費、１項１目特定健康診査等事業費で対

前年比９１万４，０００円の増は、主に特定健康診査等に要する経費のうち特定健康診査

結果のデータ入力に伴う賃金の増によるものであり、アンダーラインを付しております保

健指導用ソフト使用料４万６，０００円は、保健指導に使用するタブレット端末に係る経

費であります。

２９４ページをお開き願います。９款前年度繰上充用金３，０１３万７，０００円につ
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きましては、平成２９年度の収支不足を補うものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては２３９ページ、総括でご説明させていた

だきます。１款国民健康保険税は２億５，２０２万２，０００円で、対前年比１，７０８

万９，０００円の減であり、主に一般被保険者国民健康保険税の所得割の減によるもので

あります。

２款道支出金は１８億５，８１３万３，０００円で、対前年比１７億３，４４９万９，

０００円の増であり、都道府県単位化による公費の配分方法の変更によるものであります。

４款繰入金は２億６１６万９，０００円で、対前年比６５６万円の増であり、主に国の

財政支援措置を含めた一般会計繰入金の増によるものであります。

６款諸収入は１３８万円で、対前年比８，５２０万５，０００円の減であり、主に収支

不足額を補填する雑入の減によるものであります。

以上が歳入でありますが、予算書の３０６ページから３１３ページには給与費明細書を

添付しておりますので、ご高覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１０号 平成３０年度砂川市介護保険特別会計予算についてご説明

申し上げます。

予算書の３５９ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ１７億８，３５５万４，０００円と定めるものであります。

第２条は、一時借入金であり、一時借入金の借り入れの最高額は、１億円と定めるもの

であります。

第３条は、歳出予算の流用であり、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費を各項の間で流用することができると定めるも

のであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。３８６ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で、アンダーラインを付しております電算システ

ム改修委託料４０８万３，０００円は、介護保険制度の改正に伴い、高額介護サービス費

の年間上限額の設定及び自己負担３割の導入に係るシステム改修に要する経費であります。

同じくアンダーラインを付しております電算事務負担金１７万８，０００円は、総合行政

情報システムのサポート期間終了に伴うパソコン等の機器更新等に伴う経費であります。

３９０ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目居宅介護サービス給付費で

対前年比４，８４４万３，０００円の減は、特定施設入居者生活介護サービスの前年度利

用実績に基づく減によるものであります。

２目地域密着型介護サービス給付費で対前年比４，２８０万４，０００円の増は、地域

密着型特別養護老人ホームの開設による増によるものであります。

３目施設介護サービス給付費で対前年比５，３２９万６，０００円の減は、介護療養型

医療施設の前年度利用実績に基づく減によるものであります。
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３９６ページをお開き願います。５項１目特定入所者介護サービス費で対前年比７５０

万９，０００円の増は、地域密着型特別養護老人ホームの開設に伴う食費、居住費の利用

者負担軽減対象者の増によるものであります。

４０４ページをお開き願います。４款地域支援事業費、３項１目包括的支援事業費で対

前年比６０７万６，０００円の増は、４０６ページをお開き願います。二重丸、生活支援

体制整備事業に要する経費６８４万円で、高齢者の介護予防や在宅生活の支援を強化する

ため、生活支援コーディネーターを配置するとともに、関係機関で組織する協議体を設置

し、地域の支え合い体制づくりを推進する経費であり、本事業の実施につきましては、高

齢者福祉施策及び地域の状況に精通している砂川市社会福祉協議会に委託する予定であり

ます。同じく３項２目任意事業費のうち、アンダーラインを付しておりますパンフレット

購入費５４万４，０００円は、介護保険制度を含めた市の高齢者施策を広く周知するため、

制度改正が行われる３年ごとに購入するものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては３６５ページ、総括でご説明申し上げま

す。１款保険料は３億１，７４１万１，０００円で、対前年比７７万３，０００円の減で

あり、被保険者数の減によるものであります。

２款分担金及び負担金は１２８万７，０００円で、対前年比２０万６，０００円の減で

あり、紙おむつ利用券の利用件数の減及び情報共有ネットワーク事業に要する経費の減に

伴う事業所負担分の減によるものであります。

３款国庫支出金４億５，０３０万６，０００円で、対前年比６９４万７，０００円の減、

５款道支出金２億７，０１２万２，０００円で、対前年比１，１２５万１，０００円の減、

７款繰入金２億８，３８５万３，０００円で、対前年比９５９万４，０００円の減は、保

険給付費の減に伴う負担ルール分の減によるものであります。

４款支払基金交付金４億５，９９３万５，０００円で、対前年比３，８４８万４，００

０円の減は、保険給付費の減及び第２号被保険者の負担割合が改定されたことに伴う負担

ルール分の減によるものであります。

６款財産収入６３万１，０００円は、基金運用利息であります。

８款繰越金、９款諸収入につきましては、前年度と同額であります。

なお、予算書の４１４ページ及び４１５ページには給与費明細書を添付しておりますの

で、ご高覧の上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、議案第１１号 平成３０年度砂川市後期高齢者医療特別会計予算について

ご説明申し上げます。

予算書の４１７ページをお開き願います。第１条は、歳入歳出予算であり、歳入歳出予

算の総額は、歳入歳出それぞれ５億９，４６９万２，０００円と定めるものであります。

それでは、主なものについて歳出からご説明申し上げます。４３６ページをお開き願い

ます。１款総務費、１項１目一般管理費で対前年比６２万５，０００円の増は、主にアン
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ダーラインを付しております保険料軽減特例の見直しに伴う電算システム改修委託料１２

９万６，０００円の増によるものであります。

４３８ページをお開き願います。２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項１目後期高

齢者医療広域連合納付金で対前年比９０３万２，０００円の増は、主に保険料分負担金の

増によるものであります。

４４０ページをお開き願います。３款保健事業費、１項１目健康保持増進事業費で対前

年比３７万７，０００円の減は、主に後期高齢者健康診査委託料の減によるものでありま

す。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては４２１ページ、総括でご説明させていた

だきます。１款後期高齢者医療保険料は２億１，２４１万円で、対前年比４０１万２，０

００円の増であり、主に所得割賦課対象額の増及び保険料率の改定によるものであります。

２款国庫支出金は１２９万６，０００円で、電算システム改修に係る高齢者医療制度円

滑運営事業費補助金の皆増によるものであります。

４款繰入金は３億７，８１１万９，０００円で、対前年比４３７万円の増であり、一般

会計繰入金のうち、主に事務費分繰入金の増によるものであります。

６款諸収入は２８６万５，０００円で、対前年比３９万４，０００円の減は、健康診査

の減に伴う受託事業収入の減によるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 建設部長。

〇建設部長 湯浅克己君 （登壇） 議案第９号 平成３０年度砂川市下水道事業特別会

計予算についてご説明を申し上げます。

予算書の３１５ページをお開きいただきたいと存じます。第１条は、歳入歳出予算であ

ります。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７億１，８３１万４，０００円と定め

るものであります。

第２条は、地方債であります。３１８ページ、第２表、地方債に記載のとおり、限度額

の合計を１億２，０８０万円と定めるものであります。

第３条は、一時借入金であります。一時借入金の最高額を３億円と定めるものでありま

す。

それでは、主な内容につきましてご説明を申し上げます。歳出からご説明申し上げます

ので、３３６ページをお開きいただきたいと存じます。前年度予算との比較でご説明を申

し上げます。１款下水道費、１項１目一般管理費４，９４９万５，０００円は６４８万６，

０００円の減であり、一つ丸、一般管理事務に要する経費で企業会計移行業務委託料９３

８万９，０００円の減、消費税２０３万円の増、企業会計移行に向けた会計システム保守

委託料１６万９，０００円の増が主なものであります。

次に、２目維持管理費１億５２３万８，０００円は８７７万６，０００円の減であり、
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一つ丸、下水道管渠の維持管理に要する経費で中空知広域水道企業団の電算システム改修

の終了及び砂川営業所臨時職員の減などによる下水道使用料算定等事務委託負担金２２１

万３，０００円の減、下水道処理施設の消化槽更新工事の終了に伴う維持管理費の減など

による石狩川流域下水道組合負担金７１２万７，０００円の減が主なものであります。

３３８ページをお開き願います。３目水洗化促進費２００万２，０００円は、前年度と

同額であります。

３４０ページをお開き願います。４目公共下水道整備事業費３，４６８万６，０００円

は６，１０３万２，０００円の減であり、二重丸、公共下水道整備事業費で工事請負費６，

７００万円の減、委託料５００万円の増が主なものであります。平成３０年度の事業につ

きましては、説明欄に記載のとおり、交付金事業として奈江豊平川１４排水区管渠新設工

事に係る公共下水道管路実施設計ほか２件の業務委託を予定しております。

３４２ページをお開き願います。５目流域下水道整備事業費１，８５２万８，０００円

は２４４万３，０００円の増であり、一つ丸、流域下水道整備事業費で北海道が実施する

流域下水道施設の更新工事費の増などによる流域下水道整備工事負担金２２５万３，００

０円の増が主なものであります。

３４４ページをお開き願います。２款個別排水処理事業費、１項１目個別排水処理事業

費２，６４６万５，０００円は１８２万２，０００円の増であり、二重丸、整備事業に要

する経費で合併処理浄化槽設置工事費４８万７，０００円の増、一つ丸、維持管理に要す

る経費で修繕料８０万３，０００円の増、浄化槽維持管理委託料５４万７，０００円の増

が主なものであります。

３４６ページをお開き願います。３款公債費、１項１目元金４億２，２７９万１，００

０円は１，０３９万４，０００円の減であり、一つ丸、下水道地方債償還元金で過去に借

り入れた起債の償還終了などによる１，０６２万２，０００円の減、一つ丸、個別排水処

理地方債償還元金で未償還額が増加していることによる２２万８，０００円の増によるも

のであります。

次に、２目利子５，９０５万９，０００円は９７９万円の減であり、一つ丸、下水道地

方債償還利子で９７０万１，０００円の減、一つ丸、個別排水処理地方債償還利子で８万

９，０００円の減は、過去に借り入れた起債の償還終了及び利率見直しで借り入れたもの

の利率低下などによるものであります。

３４８ページをお開き願います。４款諸支出金、１項１目過年度過誤納還付金５万円は、

前年度と同額であります。

以上が歳出でありまして、歳入につきましては３１９ページ、総括でご説明を申し上げ

ます。１款分担金及び負担金２６８万４，０００円は９０万３，０００円の増であり、下

水道受益者負担金の現年賦課分の増が主なものであります。

２款使用料及び手数料３億７，６７６万円は９４万円の減であり、汚水排水量の減によ
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る下水道使用料の現年度分の減が主なものであります。

３款国庫支出金６９０万円は３，１００万円の減であり、社会資本整備総合交付金事業

費補助金の減によるものであります。

４款繰入金２億６８６万円は２５４万７，０００円の減であり、下水道事業特別会計の

収支調整のため一般会計から繰り入れるもので、歳出で下水道使用料算定等事務委託負担

金の減、石狩川流域下水道組合負担金の減などによる下水道事業分の管理運営費の減が主

なものであります。

５款繰越金１，０００円は、前年度と同額であります。

６款諸収入４３０万９，０００円は２万９，０００円の減であり、水洗便所改造資金貸

付金元利収入の公共下水道分の減が主なものであります。

７款市債１億２，０８０万円は５，８６０万円の減であり、償還元金の減による下水道

資本費平準化債の減、公共下水道整備事業費の減による公共下水道整備事業債、過疎対策

事業債の減、公営企業会計適用債の減が主なものであります。

以上が歳入であります。

なお、３５０ページ以降には給与費明細書、地方債に関する調書を添付しておりますの

で、ご高覧をいただき、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 病院事務局長。

〇病院事務局長 氏家 実君 （登壇） 議案第１２号 平成３０年度砂川市病院事業会

計予算についてご説明申し上げます。

１ページをお開きいただきたいと存じます。第２条は、業務の予定量であり、（１）病

床数は４９８床、（２）年間患者数は入院を１４万８，１４９人、外来を２５万６５０人

とし、（３）１日平均患者数は入院を４０６人、外来を１，０２７人と予定したところで

あります。（４）主要な建設改良事業は、１、医療機械器具整備事業であります。

第３条は、収益的収入及び支出の予定額であり、病院事業収益は１３１億６，１７８万

７，０００円、病院事業費用は１４２億２，２８１万１，０００円と定めるものでありま

す。

２ページをお開きいただきたいと存じます。第４条は、資本的収入及び支出であり、資

本的収入は８億８，４３４万６，０００円、資本的支出は１３億９，６１１万１，０００

円と定め、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５億１，１７６万５，０００円

は、過年度分損益勘定留保資金で補填するものであります。

第５条は、企業債であり、医療機械器具整備事業の起債限度額を４億８６０万円と定め

るものであります。なお、起債の方法、利率、償還の方法は、それぞれ記載のとおりであ

ります。

第６条は、一時借入金の限度額を３億円と定めるものであります。

第７条は、予定支出の各項の経費の金額の流用であり、流用することができる場合は消
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費税及び地方消費税に不足が生じた場合における医業費用及び医業外費用の間の流用と定

めるものであります。

３ページをごらんいただきたいと存じます。第８条は、議会の議決を経なければ流用す

ることのできない経費であり、（１）職員給与費７７億３，５５７万９，０００円、

（２）交際費３５０万円と定めるものであります。

第９条は、重要な資産の取得及び処分であり、取得する資産を器械備品の超音波画像診

断装置及び眼科用レーザー光凝固装置とするものであります。

４ページをお開きいただきたいと存じます。収益的収入でありますが、１項医業収益は、

前年度より６億６，９１０万７，０００円増の１１９億１，９０９万３，０００円を予定

したところであります。

主な内容といたしましては、１目入院収益は前年度より５億９，２８７万１，０００円

増の８４億８，３２６万５，０００円で、１人当たりの診療単価では前年度より６５５円

増の５万７，２６２円、２目外来収益は前年度より８，３２０万円増の３１億８，８７９

万４，０００円で、１人当たりの診療単価では前年度より８２２円増の１万２，７２２円、

３目その他医業収益は前年度より６９６万４，０００円減の２億４，７０３万４，０００

円を予定したところであります。

２項医業外収益は、前年度より２，２９０万２，０００円増の１１億５，１０８万３，

０００円を予定したところであります。

主な内容といたしましては、６ページをお開きいただきたいと存じます。３目負担金交

付金で国の交付税算定に基づいた市からの繰入金が前年度より２，４９３万９，０００円

増の９億２，５１８万４，０００円、６目その他医業外収益は前年度より２７７万１，０

００円増の１億１，１７７万３，０００円を予定したところであります。

３項看護専門学校収益は、前年度より１，２１３万円減の７，２９３万５，０００円を

予定したところであります。

４項院内保育事業収益は、前年度より２１６万２，０００円増の１，８３７万５，００

０円を予定したところであります。

８ページをお開きいただきたいと存じます。５項特別利益は、前年度と同額の３０万１，

０００円を予定したところであります。

１０ページをお開きいただきたいと存じます。収益的支出でありますが、１項医業費用

は前年度より４億５，６１６万８，０００円増の１３９億４，０９８万７，０００円を予

定したところであります。

主な内容といたしましては、１目給与費は職員数の増加に伴い、前年度より２億５，７

４２万７，０００円増の７６億４，１７４万６，０００円を予定したところであります。

１２ページをお開きいただきたいと存じます。２目材料費は、前年度より１億７９１万

４，０００円増の３２億１，１００万４，０００円。
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３目経費は、１５ページの８節光熱水費や１２節修繕費の増額などに伴い、前年度より

１億７，４５１万４，０００円増の２０億１，４４２万１，０００円を予定したところで

あります。

１６ページをお開きいただきたいと存じます。４目減価償却費は、平成２４年度に購入

した医療機器の一部が減価償却を終了したことから、前年度より６，１１１万８，０００

円減の９億５，７６７万３，０００円。

５目資産減耗費は、前年度より２，０３８万２，０００円減の８３６万６，０００円。

６目研究研修費は、前年度より２１８万７，０００円減の１億７７７万７，０００円を

予定したところであります。

１８ページをお開きいただきたいと存じます。２項医業外費用は、前年度より５５０万

円減の１億９５４万２，０００円を予定したところであります。

主な内容といたしましては、１目支払利息及び企業債取扱諸費は、企業債利息の減に伴

い、前年度より５４１万２，０００円減の９，３８５万８，０００円を予定したところで

あります。

３項看護専門学校費用は、前年度より６８７万４，０００円増の１億２，３６５万６，

０００円を予定したところであります。

２２ページをお開きいただきたいと存じます。４項院内保育事業費用は、１目経費、６

節委託料の増加に伴い、前年度より２９３万１，０００円増の３，４４０万６，０００円

を予定したところであります。

５項特別損失においては、２４ページの２目修学資金返還免除費の増額に伴い、前年度

より１１７万円増の１，４２２万円を予定したところであります。

２６ページをお開きいただきたいと存じます。資本的収入でありますが、１項企業債は、

医療機械器具整備事業に係る借り入れ予定額であり、前年度より２億４，６７０万円減の

４億８６０万円を予定したところであります。

３項出資金は、１目一般会計出資金で国の交付税算定に基づいた市からの出資金におい

て繰り入れ基準となる企業債元金償還金の増に伴い、前年度より１，７０２万１，０００

円増の４億６，８１３万１，０００円を予定したところであります。

２８ページをお開きいただきたいと存じます。資本的支出でありますが、１項建設改良

費は、１目資産購入費において超音波画像診断装置、眼科用レーザー光凝固装置などの医

療機械器具の整備を図るものであり、前年度より２億６６０万４，０００円減の４億５，

５２８万７，０００円を予定したところであります。

２項企業債償還金は、１目元金償還金において前年度より４，００１万８，０００円増

の９億１４万４，０００円を予定したところであります。

３項投資は、１目長期貸付金において看護学生へ修学資金の貸与を行うものであり、前

年度より３９６万円増の４，０６８万円を予定したところであります。



－179－

３０ページ以降は財務諸表など予算に関連する資料でありますので、ご高覧いただき、

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 飯澤明彦君 以上で各議案の提案説明を終わります。

◎休会の件について

〇議長 飯澤明彦君 お諮りします。

３月９日は、議案調査等のため本会議を休会としたいと思います。このことにご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、３月９日は休会することに決定しました。

◎散会宣告

〇議長 飯澤明彦君 以上で本日の日程は全て終了しました。

本日はこれで散会いたします。

散会 午後 ３時０４分


